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１ 総 括

１－１ 沿 革

年 月 日 記 事

平成

５～ 木材関係試験研究調査開始

８ 木材試験研究に関する基本構想策定

９ 木材試験研究体制整備基本計画策定

１０～１１ 基本設計・実施設計

１１～１２ 建設工事

１３． ４． １ 組織発足 初代所長大熊幹章就任

８． ９ 開所式

８．１０ スギシンポジウム 2001 を都城市で開催

１４． ４ 乾燥材生産指導員配置

５． １ 客員研究員制度導入

５． １ 研修生制度導入

７．１０ 皇太子同妃両殿下御視察

１５． ３．１０ スギシンポジウム 2003 を宮崎市で開催

４． １ ２代目所長有馬孝禮就任

１１．１４ 木質資源に係る国際懇話会開催

１６． ２．１２ スギシンポジウム 2004 を宮崎市で開催

４ 都市エリア産学官連携促進事業が採択、センタ－がコア研究室、

有馬所長が研究総括に就任

７ 2008 年「第 10 回木質構造国際会議」本県で開催決定

１１．２７ 木の建築フォラム／都城・スギシンポジウム 2004 を都城市で開催

１７． ８．22~23 日本木材学会九州支部大会をセンタ－で開催

１８． ２．１６ スギシンポジウム 2006 を宮崎市で開催

１９． ２．１３ スギシンポジウム 2007 を宮崎市で開催

６ 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業が採択、センターが中核機関、

有馬所長が研究総括に就任

１１． ６ スギシンポジウム 2007 を宮崎市で九州木材業振興対策協議会と共催開催

２０． ６． 2~4 WCTE（木質構造国際会議）が宮崎市で開催され、事務局を担う

１２．１７ 日中韓３カ国セミナ－を木材利用技術センターで開催

１２．１８ スギシンポジウム 2008 を宮崎市で開催

２１・１２．１０ スギシンポジウム 2009 を宮崎市で日本木材学会九州支部と共催開催

２２． ３．17~19 第６０回日本木材学会大会が宮崎市で開催され、事務局を担う

５ 新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業が採択、センターが中核機

関、飯村副所長（技術）が研究総括に就任

１０．２９ スギシンポジウム 2010 を都城市で開催
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１－２ 業務の概要

当センタ－は、スギを中心とする県産材の効率的活用、需要拡大を図るため、木材関連

産業の技術の向上及び新製品の開発支援、新構法の開発等に取り組んでいます。

組織は１課３部体制で、企画管理課では、予算の編成・執行、給与、旅費、庁舎管理等

のほか、試験研究の企画・連絡調整、各技術相談の窓口業務を行っています。

材料開発部では、高温セット処理した心持ち柱材の乾燥過程における収縮率の検討や心

去り平角材の乾燥性の検討を行い、木取り位置と表面割れとの関係を明らかにしました。

さらに、製材工場の原木消費量当たりのエネルギー消費量や木屑焚きボイラの燃料消費量

を推定しました。また、土木用スギ材の耐久性評価試験では、目視による腐朽度判定に加

え、振動周波数の変化が有効な指標となることが分かりました。ほかに、スギ樹皮及び焼

却灰の無機化学分析からみた有効利用、特に、難燃性を付与するための研究開発を行いま

した。

木材加工部では、スギ心持ち柱材の乾燥に関して、ホットプレスを用いた表面割れ抑制

処理を検討しました。また、「伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験」事業において、

正角材の天然乾燥過程における干割れ進行の調査、伝統的継手の曲げ性能の評価を行いま

した。さらには、「日本学術振興会科学技術研究費補助金(基盤研究C)-スギ低樹高部から

得られる平角材の力学的性能向上と梁部材への効果的適用に関する研究-」において、構

造材としての利用が敬遠されている曲がり材から得られた平角材の曲げクリープ試験を行

いました。その結果、曲がり材から得られた平角材を梁として用いる場合、製材の梁背方

向への曲がりに対して凸側から負荷した方が長期たわみを押さえる上では有利であると同

時に、この条件下であれば、直材よりも逆に優れた長期性能を示す可能性が示唆されまし

た。

構法開発部では、スギ及びスギ製品を主に建築・土木用途に有効活用する新しい構法（利

用法）の研究・開発・実用化に取り組んでいます。特に、農林水産省公募事業の「新たな

農林水産政策を推進する実用技術開発事業」の採択を受け、中核機関として日本木材総合

情報センターと共同で「輸出ニーズに適応した建築物向け国産材インフィル部材の技術開

発」に本年度着手しました。また、企業支援として県内外企業と共同研究契約を交わし、

韓国、中国等海外を視野に入れた情報交換を行い、海外市場の創出を目指してきました。

一方、公共建築物等木材利用促進法の施行に併せて、鉄骨造で設計された武道館と体育館

を木造架構とすること及びその場合の建設費の比較を(社)宮崎県建築士設計事務所協会に

委託することで県内建築設計者の大型非住宅木質構造技術の底上げと、イニシャルコスト

の合理化に取り組んできました。その結果武道館程度では、鉄骨造に比べ木造がイニシャ

ルコストパーフォーマンスが高いことが確認できました。

その他、1,304名の視察・見学者等の案内、152件の依頼試験、589件の技術相談、民間

企業などとの共同研究に対応するとともに、「スギシンポジウム2010」、木材加工技術意

見交換会、研究成果発表会などを開催しました。
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１－３ 組 織

１－３－１ 事 務 分 掌

企画管理課

１ 庶務一般

２ センターの総合運営、連絡調整

３ 県有財産及び機械器具の管理

４ 試験研究資料の収集及び整理

５ 広報及び木材利用の技術相談窓口

６ 試験研究の企画、連絡調整

材料開発部

１ 木材加害生物の低公害防除方法

２ スギ材の高度乾燥技術の開発

所 長
副所長(総括) ３ 木質バイオマスの利活用

副所長(技術) ４ スギ材乾燥排出液の有効利用

５ 土木資材用スギ材の耐久性向上

木材加工部

１ スギ低位等級材を用いたボード類、成型品の開発

２ スギ部材及び接合部のクリ－プとメカノソ－プティブ

特性の解明

３ スギ低位等級材を原料とする構造用材料の研究開発

４ 乾燥方法、乾燥条件が製材品の品質に及ぼす影響

構法開発部

１ スギ材の特徴を活かした構造設計、施工、維持管理に

いたる「オビスギづくり」のシステム技術の開発

２ スギ材を利用した土木構造物の開発

３ スギ材を利用した建築工法の開発

４ 伝統的工法の接合部を含む木造建築物接合部の耐力要

素に関する研究
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１－３－２ 職員配置表（平成２２年度）

企画管理課 主 査 野間 智美

課 長 増永 保彦 主 任 主 事 山口 隆義

材料開発部 特別研究員兼副部長 小田 久人

部 長 藤本 英人

（平成 22 年 8 月逝去） 主任研究員 岩崎 新二

主 任 技 師 赤木 剛

所 長 副所長

有馬 孝禮 （総括）赤木 孝

（技術）飯村 豊 木材加工部 特別研究員兼副部長 荒武 志朗

部 長 藤元 嘉安

主任研究員 森田 秀樹

主任研究員 松元 明弘

構法開発部 副 部 長 皆内 健二

主任研究員 田中 洋

主任研究員 椎葉 淳

実用技術研究員 白 惠琇

研究補助員 矯 健

※ 実用技術研究員、研究員補助：平成 22 年 10 月１日～平成 23 年３月 22 日

１－３－３ 職員現況表

(単位：人)

職 員
区 分 非常勤職員 備 考

事 務 技 術 計 日々雇用職員

所 長 1 1

副 所 長 1 1 2

企画管理課 2 1 3 4

材料開発部 4 4 非常勤職員に、実用技術研究
員、研究補助員を含めている。

木材加工部 4 4 ７
日々雇用職員は、年度を通し
て最大雇用時を計上している。構法開発部 3 3

計 3 14 17 １１
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１－４ 規 模

１－４－１ 土地・建物

● 所 在 地 〒 885-0037 5 0986-46-6041 FAX0986-46-6047
都城市花繰町２１号２番 E-mail mokuzai-center@pref.miyazaki.lg.jp

● 土地面積 34,309.18 ㎡

● 建物延面積 5,147.98 ㎡

● 木材使用量 1,716 ｍ 3

区 分 構 造 主 要 諸 室 面 積 架構の特徴

エントランス
展 示 室
大・小会議室 スギ構造用集成材

管 理 棟 所 長 室 1,426.46 ㎡ ボックス梁を用いた
事 務 室 大空間の木造架構
来 賓 室
書 庫

研 究 室 スギ構造用集成材立
研 究 棟 打 合 せ 室 724.71 ㎡ 体トラスを用いたフ

資 料 室 レシキブルな空間

木 造 平 屋 材 質 試 験 室
化 学 試 験 室 725.74 ㎡ スギ構造用集成材

総合実験棟 耐久性能試験室 トラス組
住環境試験室
主 電 気 室

強 度 試 験 室 482.76 ㎡ スギ構造用集成材と
構造実験棟 合板による

折板構造架構

機械加工試験室 構造用集成材変形
加工実験棟 乾 燥 試 験 室 913.68 ㎡ トラス組

副電気室・機械室

製 造 試 験 室 構造用集成材変形
材料実験棟 長期性能試験室 777.60 ㎡ トラス組

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ試験室

そ の 他 車 庫 97.02 ㎡

合 計 5,147.98 ㎡

内 構造用製材 （スギ・ヒノキ） 628 ｍ3

構造用集成材（スギ） 725 ｍ3
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１－５　予　算
１－５－１　歳入予算

 収入済額は、次のとおりである。            　　　　　　　　　　　

１－５－２　外部資金等受入            　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　

※１　共同研究機関分含む。

１－５－３　歳出関係

予算執行額は、次のとおりである。                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

※文部科学省科学研究費補助金を除く
　

141,265
22,800

49,001,640
1,232,812

246,934,696

証紙

電柱敷、電話柱敷、自動販売機

木くず、鉄スクラップ、自販機電気料、雇用保険料

0
2,958,879

19,896,598
6,927,760

702,000
8,363,441

31,745,389
1,555,35836,300

119,435,902127,498,794

1,519,058
49,001,640
1,232,812

0
2,958,879

141,265
22,800

合　　  　  計

21,861,750

3,022,000
6,927,760

702,000
8,363,441

31,745,389

工 事 請 負 費

負担金補助及び交付金

公 課 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

36,355,252
共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

備 品 購 入 費

16,874,598

センター執行分 本課執行分

報 償

給 料

職 員 手 当 等

21,861,750
66,169,752
36,355,252

66,169,752

文部科学省
科学研究費補助金

（静岡大学分任研究）
754,000 屋外暴露試験を基礎とした木質パ

ネルの耐久性能評価に関する研究

計

合          計 36,254,000

科 　　　  目

  使用料及び手数料   

農林水産技術会議 実用技術開発事業
32,900,000

※１
輸出ニーズに適応した建築物向け
国産材インフィル部材の技術開発

文部科学省 科学研究費補助金 2,600,000
スギ低樹高部から得られる平角材
の力学的性質向上と梁部材への効
果的摘要に関する研究

  事     業     名 金      額 摘        要

    合            計         

46,500
103,776

1,925,406

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

   諸      収       入      

1,775,130
    科             目          収     入     額

   公有財産使用料      

                           摘            要

　   種　　        類   　　
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１－６　各種会議・研究会・講習会への参加
日　　付 会議名 会　　場 出席者名

22.04.02 日本合板検査会「JAS認定審査委員会」 東京都 有馬孝禮
22.04.12 木質系住宅構造審査・評定委員会 東京都 有馬孝禮
22.04.15 北諸県地方連絡協議会幹事会 都城市 増永保彦
22.04.16 出納員会議 宮崎市 増永保彦

22.04.16 伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験委
員会

滋賀県 森田秀樹

22.04.19 温暖化対策事業WG 宮崎市 小田久人
22.04.20 宮崎農商工連携ファンド事業審査員会 宮崎市 有馬孝禮

22.04.21 県産材利用推進委員会「公共施設等地域利用
推進部会」

日南市
飯村　豊・皆内健二
田中　洋・椎葉淳

22.04.23 林業普及指導地区主任会議 宮崎市 小田久人

22.04.24 日本木材学会大会実行委員会 福岡市
小田久人・赤木　剛
藤元嘉安・椎葉　淳

22.04.24 日本木材学会九州支部理事会 福岡市 藤元嘉安

22.04.27 日本木材加工技術協会九州支部理事会・総
会・講演会

福岡市 藤元嘉安

22.04.28 山村・木材振興課担当者会議 宮崎市 小田久人
22.04.30 宮崎県木材青壮年団体連合会通常総会 宮崎市 有馬孝禮
22.05.06 日本木材保存協会理事会 東京都 有馬孝禮

22.05.11 (財)農学会理事会・評議委員会・シンポジウム
「低炭素型農林水産省の展望」

東京都 有馬孝禮

22.05.12 (社)日本森林技術協会理事懇談会 東京都 有馬孝禮

22.05.11-12 九州地区林業試験研究機関連絡協議会研究
担当者会議

熊本市 小田久人・藤元嘉安

22.05.14 建築住宅行政連絡調整会議 宮崎市 皆内健二

22.05.15 日本木材学会第60回通常総会
一般社団法人日本木材学会第一回定期総会

東京都 有馬孝禮

22.05.15 シンポジウム｢次世代社会に向けて木材学が果
たすべき役割と課題｣

東京都 有馬孝禮

22.05.17 日本プロジェクト産業協議会「森林再生と平成検
地」シンポジウム

東京都 有馬孝禮

22.05.21 優良木質建材等認証規格委員会 東京都 有馬孝禮
22.05.23 第61回全国植樹祭 神奈川県 有馬孝禮
22.05.26 日本木材加工技術協会総会および講演会 東京都 有馬孝禮
22.05.27 日本森林技術協会第1回理事会 東京都 有馬孝禮

22.06.9 伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験委
員会

京都市 森田秀樹

22.06.20-24 第11回木質構造国際会議（WCTE2010） イタリア
有馬孝禮・荒武志朗
松元明弘

22.07.1-2 九州地区林業試験研究機関連絡協議会 熊本市 有馬孝禮・増永保彦
22.0７.2 合板検査会ＪＡＳ集成材認定審査委員会 東京都 有馬孝禮
22.07.5 大断面無垢材委員会 東京都 飯村豊
22.07.6 建築研究所「研究評価委員会」 東京都 有馬孝禮
22.07.9 地域型住宅温熱環境省エネ効果検証委員会 東京都 飯村豊

22.07.14 新たな森林・林業長期計画策定に係る第3回森
林・林業研究会

宮崎市 有馬孝禮

22.07.14 北諸県地方連絡協議会人権同和問題研修会 都城市 増永保彦
22.07.14 協働推進のための職員研修 宮崎市 岩崎新二・松元明弘
22.07.16 木質系構造審査・評定委員会 東京都 有馬孝禮

22.07.16 林業技術センター試験研究等連絡調整会議幹
事会

宮崎市 小田久人

22.07.21 プレカットフォーラム21全国総会 東京都 有馬孝禮
22.07.23 木のまち・木のいえ推進フォーラム幹事会 東京都 有馬孝禮
22.07.23 木材コンクリート合成構造委員会 宮崎市 飯村豊・椎葉　淳

22.07.23 伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験委
員会

京都市 森田秀樹

※１－７委員等の委嘱状況及び３－４講師派遣によるものなどを含む。
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１－６　各種会議・研究会・講習会への参加（つづき）
日　　付 会議名 会　　場 出席者名

22.07.27 県公募事業「木のまち・木のいえ環境整備」審査会 宮崎市 飯村豊

22.07.28 県立試験研究機関企画担当者会議 宮崎市 増永保彦

22.07.28-29 森林整備加速化・林業再生事業「地域材利用
開発」ハイブリット集成材専用金物協議会

新潟県 飯村豊

22.07.30-31 漆を科学する会　第26回研究発表討論会 東京都 岩崎新二

22.08.2 人権同和研修 都城市
有馬孝禮・赤木孝
飯村豊

22.08.4 県木材需給対策協議会 宮崎市 有馬孝禮

22.08.5 県林業構造改善協議会研修会 宮崎市 飯村豊

22.08.23-28 第２３回国際森林研究機関連合国際会議（ＩＵＦ
ＲＯ2010）

韓国
有馬孝禮・飯村豊
藤元嘉安・森田秀樹
赤木剛

22.08.30-31 日本木材学会九州支部大会 福岡市
藤元嘉安・松元明弘
田中洋

22.09.1 「みやざきスギ」セミナー 東京都 荒武志朗

22.09.6 県有建物保全連絡会議 都城市 山口隆義

22.09.9 平成２２年度林業研究開発推九州ブロック会議 熊本市 藤元嘉安

22.09.9-11 日本建築学会大会 富山市 有馬孝禮・荒武志朗

22.09.9-10 九州地区林業試験研究連絡協議会木材加工
部会乾燥分科会

日田市、小国
町他

小田久人・松元明弘

22.09.10 県産材普及推進委員会 宮崎市 飯村豊

22.09.13-14 新生産システム推進対策事業に係る評価運営
委員会

秋田市 有馬孝禮

22.09.13-14 宮崎大学集中講義 宮崎市 藤元嘉安

22.09.14 科学研究費補助金公募要領等説明会 東京都 山口隆義

22.09.16-17 塗装工学分科会 徳島市 岩崎新二

22.09.17 住宅金融支援機構技術委員会丸太組構法住
宅工事仕様書監修分科会

東京都 有馬孝禮

22.09.17 科学研究費補助金公募要領等説明会 熊本市 野間智美

22.09.18 木のまち・木のいえフリレーフォーラムイン広島 広島市 有馬孝禮・皆内健二

22.09.24 森林整備加速化・林業再生事業「地域材利用
開発」ハイブリット集成材専用金物協議会

東京都 飯村豊・田中洋

22.09.25-26 住まいの耐震博覧会 福岡市 増永保彦・森田秀樹

22.09.27 合板検査会ＪＡＳ集成材認定審査委員会 東京都 有馬孝禮

22.09.28-29 木材加工技術協会九州支部　木材乾燥講習会 福岡市 小田久人

22.10.1-4 第５回日中韓三ヶ国セミナー 韓国
藤元嘉安・荒武志朗
田中洋

22.10.3 第34回全国育樹祭 群馬県 有馬孝禮

22.10.4 森林文化協会「森林環境研究会幹事会」 東京都 有馬孝禮

22.10.6 活木活木（いきいき）森ネットワーク「地域材製品
利用モデル開発推進検討委員会」

東京都 有馬孝禮

22.10.6-8 伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験委
員会

京都市
東京都

森田秀樹

22.10.7 国産材２×４住宅部材の開発事業委員会 東京都 飯村豊

22.10.7-8 日本木材加工技術協議会第２８回年次大会 奈良市 藤元嘉安・荒武志朗

22.10.14 産業科学技術振興指針ワークショップ 宮崎市 森田秀樹

22.10.19 農林水産物等輸出課題解決事業検討委員会 東京都 飯村豊

22.10.19 グリーン公共部会 宮崎市 皆内健二
22.10.20 環境資源技術研究会 宮崎市 小田久人
22.10.20 県立試験研究機関長協議会 宮崎市 有馬孝禮・増永保彦

22.10.22 木質系住宅構造審査・評定委員会 東京都 有馬孝禮
※１－７委員等の委嘱状況及び３－４講師派遣によるものなどを含む。

-8-



１－６　各種会議・研究会・講習会への参加（つづき）
日　　付 会議名 会　　場 出席者名

22.10.22 伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験委
員会

東京都 森田秀樹

22.10.26 県産材利用推進委員会 宮崎市 飯村豊

22.10.31 宮崎やまんかん祭り 西都市 小田久人・森田秀樹
松元明弘

22.11.1 次世代を担う後継者及び組合員の人材育成研
修会

都城市
有馬孝禮・飯村豊・小
田久人・藤元嘉安・荒
武志朗

22.11.2 宮崎大学産学・地域連携センター技術・研究発
表交流会

宮崎市
飯村豊

22.11.4-5 ２０１０色材協会研究発表会 東京都 岩崎新二
22.11.6 日田市シンポジウム「森と文化を未来につなぐ大会」 日田市 有馬孝禮
22.11.8 産業科学技術振興指針ワークショップ 宮崎市 森田秀樹
22.11.9 家具ﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾐﾅｰ 都城市 藤元嘉安
22.11.11 宮崎県公共施設等地域材利用推進部会 宮崎市 皆内健二
22.11.12 宮崎県森林審議会（長期計画部会） 宮崎市 有馬孝禮
22.11.16 九州公共建築フォーラム 福岡市 有馬孝禮
22.11.18 木の公共建築フォーラム 京都市 有馬孝禮
22.11.19 木質系住宅構造審査委員会・評定委員会 東京都 有馬孝禮
22.11.18 接着技術講習会 久留米市 藤元嘉安

22.11.18 伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験委
員会

東京都 森田秀樹

22.11.24 道産家２×４フォーラム 札幌市 有馬孝禮
22.11.26 木のまち・木のいえ推進フォーラム幹事会 東京都 有馬孝禮

22.11.27 全国中学校創造ものづくり教育フェアめざせ!!
「木工の技」チャンピオン九州大会兼全国大会

都城市 藤元嘉安

22.12.01 農林水産省　生物多様性戦略検討会 東京都 有馬孝禮
22.12.02 木材安定供給確保推進研修プログラム 鹿児島市 有馬孝禮
22.12.8 宮崎県木材需要対策協議会 宮崎市 有馬孝禮
22.12.10 木質系住宅構造審査委員会・評定委員会 東京都 有馬孝禮
22.12.13 「みやざきスギ」セミナー 福岡市 荒武志朗・皆内健二

22.12.15 森林総研シンポジウム「中国の森林・林業・木材
産業のゆくえ」

東京都 藤元嘉安

22.12.15
住宅分野への地域材支援事業「データ収集･整
備事業」第一部会(強度部会)、構造用木材の強
度試験法・検討委員会

東京都 荒武志朗

22.12.16 宮崎県森林審議会 宮崎市 有馬孝禮
22.12.16 高性能林業機械研修会 人吉市 小田久人・赤木　剛

22.12.16 伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験委
員会

京都市 森田秀樹

22.12.17 合板検査会「ＪＡＳ単板積層材認定審査委員会」 東京都 有馬孝禮
22.12.20 日本MRS学術シンポジウム研究発表 横浜市 荒武志朗
22.12.22 日本建築学会「炭素収支と資源利用小委員会」 東京都 有馬孝禮

22.12.22 県立試験研究機関合同研修会 宮崎市
増永保彦・皆内健二
赤木　剛

22.12.24 建築性能基準推進協議会、木を活かす建築推
進協議会平成21年度成果報告会

東京都 有馬孝禮

22.12.24 地域材使用住宅の温熱環境試験による省エネ
効果の検証委員会

秋田県 小田久人・皆内健二

22.12.24 ソフトウェア資産管理研修会 宮崎市 赤木　剛
23.01.8 木育キャラバン 宮崎市 藤元嘉安
23.01.13 土木工事における木材利用推進セミナー 宮崎市 有馬孝禮・岩崎新二

23.01.14 日本木材加工技術協会顧問会議 東京都 有馬孝禮

23.01.14 伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験委員会 兵庫県 森田秀樹

23.01.21 木のまち・木のいえリレーフォーラムイン高知 高知市 有馬孝禮・山口隆義

※１－７委員等の委嘱状況及び３－４講師派遣によるものなどを含む。
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１－６　各種会議・研究会・講習会への参加（つづき）
日　　付 会議名 会　　場 出席者名

23.01.24 新生産システム推進対策事業に係る評価運営
委員会

東京都 有馬孝禮

23.01.24 建築研究所研究研究評価委員会「材料分科 東京都 有馬孝禮
23.01.25 都城工業高等専門学校・宮崎県連携協議会 宮崎市 有馬孝禮・小田久人

23.01.26 研究機関における公的研究費の管理・監査に
関する説明会

東京都 野間智美

23.01.26 研究機関における公的研究費の管理・監査に
関する説明会

東京都 野間智美

23.01.27 住宅まちづくりフォーラム 東京都 有馬孝禮

23.01.27 第25回人権啓発研究集会 兵庫県 赤木　孝

23.01.27 情報化研修会 宮崎市 赤木　剛

23.01.28 みんなで木造住宅を学ぶ「とっとり木の住まい
塾」

鳥取市 有馬孝禮

23.01.29 飫肥杉イベント 宮崎市 藤元嘉安・松元明弘

23.01.31 宮崎大学工学部・宮崎県連携協議会 宮崎市 飯村　豊

23.02.2 宮崎県建築協会、宮崎県建築業協会技術講習
会

宮崎市 有馬孝禮

23.02.7 住宅分野への地域材支援事業「データ収集･整
備事業」第一部会

東京都 荒武志朗

23.02.10 宮崎県NPO活動支援センター協働講座 宮崎市 岩崎新二・松元明弘

23.02.11 山鹿市地域づくり講習会 山鹿市 有馬孝禮
23.02.14 日本木材保存協会理事会 東京都 有馬孝禮

23.02.15 都道府県林業関係試験研究機関場・所長会
議、全国林業試験研究機関協議会通常総会

東京都 有馬孝禮

23.02.15 ｵｰｽﾄﾘｱ森林バイオマスシンポジウム 札幌市 赤木　剛

23.02.16 第４４回林業技術シンポジウム 東京都
有馬孝禮・小田久人
野間智美

23.02.16-17 「安心・安全な乾燥材生産の開発」推進会議 熊本市他 松元明弘

23.02.18 建築研究所研究評価委員会 東京都 有馬孝禮
23.02.１9-20 宮崎・木育サポーター研修 宮崎市 藤元嘉安
23.02.23 宮崎県高等学校教育研究会研修会 都城市 藤元嘉安

23.02.24 地域材使用住宅省エネ検証委員会、大断面無垢材委員会 東京都 小田久人

23.02.28 木のまち・木のいえリレーフォーラム委員会 東京都 有馬孝禮

23.03.2 木造施設構造開発委員会 宮崎市 飯村　豊・皆内健二

23.03.7 林業普及指導員研修大会 宮崎市 増永保彦・小田久人
23.3.9 伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験委員会 京都市 森田秀樹
23.03.11 宮崎県産材販売促進フェア 名古屋市 有馬孝禮・赤木　剛

23.03.11 宮崎県工業技術センター研究成果発表会 宮崎市 森田秀樹

23.03.12 木鋼構造シンポジウム２０１１ 岡山市 増永保彦
23.03.14 森林組合役員研修 宮崎市 有馬孝禮

23.03.15 ｢みやざきスギ｣利用拡大推進セミナー 宮崎市
有馬孝禮・増永保
彦・皆内健二

23.03.15 森林・林業再生プラン等説明会 宮崎市 小田久人・田中　洋
23.03.17 地域材成果報告会 大阪市 有馬孝禮

23.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都市

有馬孝禮・小田久人
藤元嘉安・荒武志朗
岩崎新二・森田秀樹
松元明弘・田中　洋
椎葉　淳・矯　健

23.03.25 県産材普及推進委員会 宮崎市 飯村　豊

23.03.25 都城市建築審査会 都城市 皆内健二

※１－７委員等の委嘱状況及び３－４講師派遣によるものなどを含む。
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１－７ 委員等の委嘱状況

会 議 等 の 名 称 職 名 氏 名

日本学術会議生産農学委員会 連 携 会 員 有馬 孝禮

農林水産省 生物多様性戦略検討会 委 員 有馬 孝禮

木質構造国際会議調整委員会 日本代表委員 有馬 孝禮

荒武 志朗

International Scientific Committee of World Conference on Timber 委 員 有馬 孝禮

Engineering 2010 荒武 志朗

(独)住宅金融支援機構技術審査委員会 委 員 有馬 孝禮

(財)日本建築センター 木質系住宅構造審委員会・評定委員会 委 員 長 有馬 孝禮

(財)日本住宅・木材技術センター優良木質建材等認証規格委員会 委 員 長 有馬 孝禮

(財)日本合板検査会 JAS 認定審査委員会 委 員 有馬 孝禮

(財)ベターリビング 認証事業詰問委員会 委 員 長 有馬 孝禮

(独)建築研究所研究評価委員会 委 員 有馬 孝禮

新生産システム推進対策事業に係る評価運営委員会 委 員 有馬 孝禮

全国木材検査・研究会 委 員 有馬 孝禮

「地域材製品の品質管理・表示体制の整備事業」企画検討委員会

NPO 法人 木の建築フォーラム 代 表 理 事 有馬 孝禮

木のまち・木のいえ推進フォーラム 代 表 有馬 孝禮

木質構造研究会 理 事 有馬 孝禮

(財)日本合板検査会 理 事 有馬 孝禮

(財)農学会 評 議 員 有馬 孝禮

(社)日本木材保存協会 理 事 有馬 孝禮

(社)日本森林技術協会 理 事 有馬 孝禮

(財)森林文化協会幹事会 評 議 員 有馬 孝禮

文化財を未来につなぐ森づくりの為の有識者会議 理 事 有馬 孝禮

宮崎県木材需給対策協議会 委 員 有馬 孝禮

スギコレクション 20010in 西都 審 査 員 有馬 孝禮
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１－７ 委員等の委嘱状況（つづき）

会 議 等 の 名 称 職 名 氏 名

宮崎農商工連携ファンド事業審査委員会 委 員 有馬 孝禮

活木活木（いきいき）森ネットワーク「地域材製品利用モデル開発 委 員 有馬 孝禮

推進検討委員会」

宮崎県林業・木材産業構造改革事業事前評価委員会 委 員 有馬 孝禮

県産材利用推進委員会 委 員 有馬 孝禮

日本建築学会「炭素収支と資源利用小委員会」 委 員 有馬 孝禮

日本木材輸出振興協議会 理 事 飯村 豊

木材コンクリート合成構造委員会 委 員 長 飯村 豊

委 員 椎葉 淳

住宅分野への地域材供給シェア拡大総合対策事業 大断面無垢材委 委 員 飯村 豊

員会 委 員 小田 久人

地域材使用住宅省エネ効果検証・普及等委員会 委 員 飯村 豊

国産材 2'× 4'住宅部材の開発事業委員会 委 員 飯村 豊

農林水産物等輸出課題解決事業検討委員会 委 員 飯村 豊

宮崎県公共施設等地域材利用推進部会 会 長 飯村 豊

委 員 皆内 健二

県公募事業「木のまち・木のいえ環境整備」審査会 委 員 飯村 豊

ハイブリッド集成材専用金物協議会 委 員 飯村 豊

委 員 田中 洋

委 員 椎葉 淳

みやざき囲の字型スケルトン住宅検討委員会 委 員 飯村 豊

委 員 皆内 健二

委 員 田中 洋

委 員 椎葉 淳

地域材使用住宅の温熱環境試験による省エネ効果の検証委員会 委 員 小田 久人

九州林業試験研究協議会乾燥分科会 会 長 小田 久人
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１－７ 委員等の委嘱状況（つづき）

会 議 等 の 名 称 職 名 氏 名

木材学会大会実行委員会 委 員 小田 久人

委 員 岩崎 新二

委 員 赤木 剛

委 員 藤元 嘉安

委 員 荒武 志朗

委 員 森田 秀樹

委 員 松元 明弘

委 員 椎葉 淳

産業技術連携推進会議製造プロセス部会塗装工学分科会 塗装技術研究会 岩崎 新二

長

日本木材学会九州支部 理 事 藤元 嘉安

日本木材学会プログラム委員会 委 員 藤元 嘉安

社団法人日本木材加工技術協会 評 議 員 藤元 嘉安

日本木材加工技術協会九州支部 理 事 藤元 嘉安

全国中学校創造ものづくり教育フェアめざせ!!「木工の技」チャン 審 査 員 藤元 嘉安

ピオン九州大会兼全国大会予選会

日本木材学会研究強化企画委員会 委 員 荒武 志朗

Transactions of the Materials Research Society of Japan 論文審査員 荒武 志朗

住宅分野への地域材支援事業「データ収集･整備事業」第一部会(強
委 員 荒武 志朗

度部会)

構造用木材の強度試験法・検討委員会 委 員 荒武 志朗

第 61 回日本木材学会大会 コーディネータ 荒武 志朗
(強度部門)

伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験 材料品質・接合 WG 委 員 森田 秀樹

伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験 継手・仕口実験 SWG 委 員 森田 秀樹

都城市建築審査会 副 会 長 皆内 健二
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１－８ 設 備（主要研究機器）

機 器 名 型 式 メーカー名 設置日 価格（千円） 区 分

ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計 J M S- 日本電子 H13 17,325 国 補
AMSUN200 4/1 ※ 1

分光測色計 SQ2000 日本電色 H13 2,142 国 補
4/1 ※１

低真空走査型電子顕微鏡 S-3000N 日立製作所 H13 9,240 国 補
4/1 ※１

耐候性試験機 SX75-A ｽｶﾞ試験機 H13 15,225 国 補
4/1 ※１

超臨界流体抽出装置 SCF-201 他 日本分光 H13 9,975 国 補
4/1 ※１

蛍光式光ﾌｧｲﾊﾞｰ温度計 FX9020-221 安立計器 H13 2,331 国 補
4/1 ※１

木工プレス（高周波加熱 FTYBL4- 150 山本鉄工所 H13 22,575 国 補
装置付きﾎｯﾄﾌﾟﾚｽ） -60SP 4/1 ※１

長期耐力試験装置 TDS-303 他 東京測器研究 H13 13,540 国 補
（ｸﾘｰﾌﾟ試験装置） 所 4/1 ※１

切削試験機 PZ8 型 ｳｪｽﾀｰﾝ･ﾄﾚｰ H13 12,600 国 補
（ﾅｲﾌﾘﾝｸﾞﾌﾚｰｶｰ） ﾃﾞｨﾝｸﾞﾊﾟﾙﾏﾝ 4/1 ※１

高周波加熱式減圧乾燥機 HED- 0303 ヤスジマ H13 18,774 国 補
型 4/1 ※１

熱伝導率測定装置 H C- 0 7 4- 英弘精機 H13 5,791 国 補
200A 他 4/1 ※１

サーモビデオ TH3102MR NEC 三栄 H13 4,562 国 補
4/1 ※１

実大圧縮試験機 A-200-B1 前 川 試 験 機 H13 8,348 国 補
製作所 4/1 ※１

実大引張試験機 H Z S- 1 0 0- 前 川 試 験 機 H13 25,725 国 補
LB4 製作所 4/1 ※１

実大強度試験機 WU- 1000． 東 京 衝 機 製 H13 57,960 国 補
TK21 型 作所 4/1 ※１

断熱防露試験機 TBR-3 ﾀﾞﾊﾞｲｴｽﾍﾟｯｸ H13 23,625 国 補
TBU-2 4/1 ※１

水密・気密試験装置 BPX-FM-1 ｽｶﾞ試験機 H13 26,565 国 補
4/1 ※１

実大構造実験装置 ｱｸﾁｭｴｰﾀｼｽﾃ 鷺宮製作所 H13 58,485 国 補
ﾑ他 4/1 ※１

フーリエ分光光度計 Spectrum ﾊﾟｰｷﾝｴﾙﾏｰ社 H13 4,725 国 補
One 10/2 ※１

(区分) 県単：県単独事業
国補：国庫補助事業

※ 1 ：林業構造改善事業
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１－８ 設 備（つづき）

機 器 名 型 式 メーカー名 設置日 価格（千円） 区 分

原子吸光分析装置 AA-6650 島津製作所 H13 6,773 国 補
10/19 ※ 1

可視紫外線分光光度計 U-2010 日立製作所 H13 1,285 国 補
10/31 ※１

粒度分布測定装置 LDSA-1400A 東日ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｱ H13 8,295 国 補
ﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ 3/26 ※１

万能試験機 AG-100KNI 島津製作所 H13 16,800 国 補
型 3/26 ※１

顕微鏡画像総合計測ｼｽﾃﾑ E6TUW-21-1 ニコン H13 5,954 国 補
他 3/26 ※１

デンシトメータ 3CS-PC JL オ ー ト メ H13 18,375 国 補
ーション 3/26 ※１

FFT アナライザ SA-79 RION H13 1,785 国 補
3/26 ※１

高温乾燥装置 SDM-V-150S 東北通商 H13 10,815 国 補
M 3/26 ※１

データロガー（強度） THS-1100 他 東京測器研究 H13 12,665 国 補
所 3/26 ※１

データロガー TDS-303 他 東京測器研究 H13 9,307 国 補
所 3/26 ※１

万能投影機 MF-1020TH ミツトヨ H13 2,762 国 補
3/26 ※１

塗装ロボット MRP-1000A アネスト岩田 H13 12,810 国 補
他 3/26 ※１

木材真空・加圧含浸装置 SBK-450AB ヤスジマ H13 13,440 国 補
3/26 ※１

軟 X 線撮影装置 EMBW 特型 ソフテック H13 8,978 国 補
3/26 ※１

横切り丸のこ盤 KS-T1300TW 桑原製作所 H13 1,764 国 補
型 3/26 ※１

環境試験室（恒温恒湿室） MTH-140HP サンヨー H13 9,450 国 補
3/26 ※１

イサイジング機 SBE ヤスジマ H13 8,295 国 補
3/26 ※１

年輪 X 線解析試料切削装置 SPECTTRUM HBC H14 7,035 国 補
-ｼｽﾃﾑ B radiomatic 2/28 ※１

帯のこ盤（小型） BS-500R リョービ H13 463 国 補
3/26 ※１

(区分) 県単：県単独事業
国補：国庫補助事業

※ 1 ：林業構造改善事業
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１－８ 設 備（つづき）

機 器 名 型 式 メーカー名 設置日 価格（千円） 区 分

帯のこ盤（中型） BSA-1100 リョービ H13 1,050 国 補
3/26 ※１

ほぞ取り盤 MT-4 平安コーポレ H13 2,720 国 補
ーション 8/31 ※１

ロータリーレース BV-3SA+TY3 田之内鉄工 H13 44,909 国 補
0 3/26 ※１

減圧加圧装置 SBK-500S ヤスジマ H14 8,295 国 補
3/8 ※１

マイクロスコープ H-8000 ｷｰｴﾝｽ社 H13 7,455 県 単
10/31

ホットプレス TA-125-W 山本鉄工所 H13 9,954 県 単
10/31

材料吸音率計測装置 4206 B&K H13 5,287 県 単
10/31

蛍光顕微鏡装置 TCP-SP ライカ社 H13 13,136 県 単
12/10

木材乾燥機 MHB-5MR 九州ｵﾘﾝ ﾋ ﾟ ｱ H14 15,488 県 単
工業 1/11

ベニヤレース BV-3SA 田 之 内 鉄 工 H14 44,909 県 単
所 3/20

グレーディングマシン MGFE251T 飯田工業 H14 12,216 県 単
3/22

表面圧密化熱処理装置 TA200-1 山本鉄工所 H14 26,880 県 単
WAR 3/22

水平振動試験装置 VTH-30 南九州向洋 H14 51,975 県 単
電気 3/29

マイクロ波透過型センサ ＬＢ-I Ｔ 飯田工業 H16 1,492 県 単
3/28

(区分) 県単：県単独事業

国補：国庫補助事業

※ 1 ：林業構造改善事業
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１－９ 工業所有権等

職員が行った発明・考案で、特許法等に基づき出願、登録申請され、又は申請中である
もの及び既に工業所有権の取得や著作物の登録を完了したものは、次のとおりである。

１－９ 特 許

出 願 登 録
発 明 の 名 称 発明者

番号・日付 経 過 番号･日付 経 過

湾曲集成材の製造法方（湾曲 2002-053606 見なし取 大熊 幹章
1 集成材の製造方法及びその製 H14.2.28 り下げ 飯村 豊

造装置からH16.8.23変更） 藤元 嘉安

木質深底容器とその製造方法 2002-170726 消滅 藤元 嘉安
（6cm） H14.6.11 稲田 啓次

[(株)合電]

木質深底容器とその製造方法 PCT/JP02/084 国内移転 藤元 嘉安
2 その1（PCTに基づく国際出願）38 稲田 啓次

H14.8.21 [(株)合電]

木質深底容器とその製造方法 192083 H16.3.30 放棄 藤元 嘉安
その1（台湾での出願） H14.8.22 特許番号 稲田 啓次

192083 [(株)合電]

木質深底容器とその製造方法 2004-511016 H19.6.22 藤元 嘉安
その1（PCTに基づく国際出願 H14.8.21 特許番号 稲田 啓次
国内移行） 第3972213 [(株)合電]

3
木ダボとその製造方法及び木 2002-354440 H17.10.14 H20.9.29 飯村 豊
ダボを用いた接合方法 H14.12.5 特許番号 放棄 田中 洋

第3728739

建物の防蟻構造、蟻道誘導構 2003-068694 H19.7.27 H22.5.27 藤本 英人
4 造及びｼﾛｱﾘ食害防止構造 H15.3.13 特許番号 放棄 落合 克紀

第3989388 岩崎 新二

圧密を用いた幅ハギ板の製造 2003-328212 見なし取 有馬 孝禮
5 方法 H15.9.19 り下げ 藤元 嘉安

森田 秀樹

木材の乾燥排出液を利用した 2003-328217 H21.3.10 藤本 英人
6 消臭剤 H15.9.19 特許番号 小田 久人

第4278470 落合 克紀

木質深底容器とその製造方法 PCT/JP2004/0 国内移転 藤元 嘉安
その2（10cm）（PCTに基づく 03382 有馬 逸
国際出願） H16.3.11 [(株)合電]

落合 裕司
[(株)合電]

木質深底容器とその製造方法 93106627 審査差し 藤元 嘉安
その2（10cm）（台湾での出 H16.3.11 止め 有馬 逸

7 願） [(株)合電]
落合 裕司
[(株)合電]

木質深底容器とその製造方法 2006-510857 名義変更 H22.2.5 藤元 嘉安
その2（10cm）（PCTに基づく H16.3.11 特許番号 有馬 逸
国際出願国内移行） 第4449065 [(株)合電]

落合 裕司
[(株)合電]
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１－９ 出 願 及 び 申 請（つづき）

出 願 登 録
発 明 の 名 称 発明者

番号・日付 経 過 番号･日付 経 過

面格子耐力壁の製造方法 2004-146446 見なし取 有馬 孝禮
8 H16.5.17 り下げ 藤元 嘉安

森田 秀樹

9 高含水率畜糞の処理方法 2005-250235 見なし取 藤本 英人
H17.8.4 り下げ

無機塩系シロアリ駆除剤およ 2005-311845 出願中
10 びそれを用いたシロアリ駆除 H17.10.26 藤本 英人

方法

木材用接手及びこれを用いた 2006-042820 見なし取 飯村 豊
接合方法 H18.2.20 り下げ 椎葉 淳

11 鈴木 達人
新日 本 製鉄

(株)他

12 木材由来の抗ウイルス剤 2006-170652 見なし取 藤本 英人
H18.5.25 り下げ

接合材及びその製造方法、並 2006-188249 見なし取
13 びにそれを用いた構造及びそ H18.7.7 り下げ 齋藤 豊

の建築方法

14
スギ精油を用いたゴキブリ忌 2007-29815 見なし取

藤本 英人
避剤 H19.1.15 り下げ

心持ち角材の熱板プレスによ 2008-007870 見なし取 有馬 孝禮
15 る表面割れ抑制方法並びにそ H20.1.17 り下げ 小田 久人

れを用いたその乾燥方法 松元 明弘

工業技術センタ－工芸支場時代に取得した特許
① 樹心を有する木材の乾燥方法（Ｈ９．８．８特許登録）
② 製材品の簡易等級区分法（Ｈ１２．４．２８特許登録）
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１－１０ 研究の評価等

１－１０－１ 外部評価委員会
木材利用技術センターが行う研究事業に係る課題設定及び業務内容の評価について、総合的

かつ専門的に協議するため、外部評価委員会を開催した。

１ 開催日 平成２２年１１月３０日

２ 場所 宮崎県木材利用技術センター大会議室

３ 出席者 学識経験者等の評価委員７人 センター職員１４人 計２１人

４ 主な意見・要望等
・試験・研究の成果を、ＰＲ用資材としてまとめてもらいたい。
・企業等への技術移転状況を業務報告に記載したが良い。
・県産スギの特性や大径化するスギの研究を行ってもらいたい。
・林業技術センターと連携して研究に取り組んでもらいたい。

１－１０－２ 木材加工技術意見交換会
設計や木材加工など関連業界からのセンターへの意見や要望を意見を聞くため、木材加工技

術意見交換会を開催した。

１ 開催日 平成２２年８月１８日

２ 場所 宮崎県木材利用技術センター大会議室

３ 出席者 県内の設計、木材関係者など１４人 センター職員１２人 計２６人

４ 主な意見・要望等
・センターのＰＲが不足している。
・企業が製品の説明をしても、なかなか聞き入れてもらえないが、センターの職員

が説明すると納得してもらえる。
・建築用材以外の利用方法を考えてもらいたい。
・バイオマスや乾燥排気熱源の有効利用への研究を行ってもらいたい。
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　試験・研究の成果を民間企業等へ技術移転した。

年　度 内　　　　　　　　容 関係企業等

日向ドーム
日向市、
宮崎ウッドテクノ(協)

南郷ドーム
南郷町、
宮崎ウッドテクノ(協)

2 件

スギ合わせ材の開発
木脇産業㈱、
ランバー宮崎(協)

知事校舎
県管財課、
宮崎ウッドテクノ(協)

接着剤を使用しない木質トレイの開発 ㈱合電

湾曲集成材の開発 丸十産業

4 件

かりこぼうず大橋
県児湯農林振興局、西米良
村、宮崎ウッドテクノ(協)

スギ心持ち柱材の高温乾燥技術 外山木材(株)ほか

西都原考古博物館
県営繕課、
マイウッド・ツー(株)ほか

植樹祭木造施設設計支援
県植樹祭準備室、設計事務
所ほか

木の花ドーム
県営繕課、(株)大建設計ほ
か

双子柱商品開発 デクスウッド宮崎事業(協）

6 件

木質断熱材パネル開発 国産材住宅協議会

大宮高校体育館
県営繕課、
宮崎ウッドテクノ(協)

綾てるはドーム
綾町、マイウッド・ツー
(株)

3 件

日向地区外構木材検討会（ガイドブック、塩見橋手すり）
日向土木事務所、日向木の
芽会、正栄技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ(株)

宮崎スギスパン表 県産材流通促進機構ほか

日南天福球場内野スタンド 日南市

高鍋高校体育館
県営繕課、
宮崎ウッドテクノ(協）

内装兼用断熱型枠仕様書 国産材利用開発協会

県立学校普通教室用木製学童机 宮崎県家具工業会

木材利用促進学習プログラム
宮崎大学、
県山村・木材振興課

7 件

平成
１７年度

１－１１　　技術移転

平成
１３年度

平成
１４年度

平成
１５年度

平成
１６年度
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年　度 内　　　　　　　　容 関係企業等

日向市駅舎
県都市計画課、日向市、
宮崎ウッドテクノ(協）

韓国への新軸組木造
ランバ－宮崎(協）、
ウッドエナジー(協）

木と鉄を組み合わせるハイブリッド木造の開発 (株)志多組、昭和鉄工(株)

3 件

構造用集成材のJAS改正 ウッドエナジー(協）

韓国へのスギ輸出民間支援｢製材、集成材｣
ランバ－宮崎(協）、ウッド
エナジー(協）

大断面製材と鉄骨のハイブリッド構法(M製材所工場建設)
(株)志多組、昭和鉄工(株),
ランバー宮崎(協）

3 件

スギ精油大量採取技術

都城木材(株)、
オビスギ精油利用促進協議
会

スギ－ヒノキ異樹種集成材 ウッドエナジー(協）

サウスウッド宮崎協同組合木造新築工事
志多一級建築事務所、
ランバ－宮崎(協）

スギLVL内装兼用型枠
(株)大三商行サンテック事
業部

日南天福公園内投球練習場屋根トラス設計施工
日南市、丸彦渡辺・松尾建
設ＪＶ

日南市夢見橋
日南市、県港湾局、
(株)熊田原工務店

6 件

西都市ファ－マーズマーケット JA西都

三股町産業会館 三股町

スギ精油の芳香剤利用
オビスギ精油利用促進協議
会

スギ精油の蜜蝋ワックス (有)西澤養蜂場

4 件

ＲＣ造共同住宅における内装木質化 久保産業

木造温室 (株)ハルコーポレーション

製材トラスチップ工場 谷明産業

大径材から得られたスギ側面定規挽き材 (株)もくみ

4 件

計 40 件

平成
１９年度

１－１１　　技術移転（つづき）

平成
２０年度

平成
２２年度

平成
２１年度

平成
１８年度
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２－１ 材料開発

２－１－１ 土木資材用スギ材の耐久性評価試験
－５年経過後の地際部の腐朽度－

岩崎新二

「はじめに」

スギ材の用途拡大は、地球温暖化防止対策、木材資源循環のために重要な課題であ

り、外構部材や土木資材への展開が重視されている。スギ材を屋外利用する場合、耐

久性向上の処理及び措置が施されるが、耐用年数向上のためには、補修は欠かせない。

本試験は、土木・建築資材用としてスギ丸太材、角材の利用を想定し、県産スギ材

に耐久性を付与し、補修時期を把握することを目的とした。

「実験方法」

材料は、スギ丸棒加工材（大径Φ 20 × 160cm、小径Φ 10 × 60cm（高温乾燥材、生

材））とスギ角材（12 × 12 × 60cm（高温乾燥材））である。防腐処理は、化学的処理

として防腐剤塗布（油性、水性）と物理的処理としてバーナーによる炭化とした。各

処理を地表・地中部全面と地際部のみに行った。試験材と対照区の無処理材を地中部

40cm となるように、屋外に 2004 年７月に埋め込んだ。評価項目は、目視により地際

部の腐朽度を、雨宮の方法により評価を行った。

「結 果」

地際部の腐朽は、丸棒加工材は３年経過後から、角材は４年経過後から発生が確認

され、角材の方が耐腐朽性は高かった。また、地際部の腐朽は辺材部で留まっている

ものが多かった。腐朽の大きさは、無処理材・焼き処理材＞水性薬剤塗布処理材＞油

性薬剤塗布処理材の順で、油性薬剤塗布処理が最も効果的であった。

地際部の腐朽度は、地際処理、全処理材とも同程度であり、有意差は現れなかった。

った。

引用文献 1)雨宮昭二：林業試験場研究報告、第 150 号 143-156(1963)

スギ乾燥材（Φ１００)の腐朽度
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２－１－２    木質燃焼灰の無機化学特性からみた有効利用  

－水酸アパタイト複合材の難燃性評価－ 
                              

 赤木 剛 
 
研究概要 － 木質燃焼灰を原料に調合された水酸アパタイト溶液を用いて水酸アパタイト複合材

を製造し、示差熱分析および直接加熱により同複合材の燃焼特性を調べた。示差熱分析の結果、

材の全乾重量に対して 10%程度の水酸アパタイトを含浸固着させた同複合材の燃焼特性は、既存

のリン酸系難燃剤により処理された木材のものと同様の結果を示した。またマイクロバーナーを

用いた直接加熱でも難燃性の向上が認められた。しかし同複合材に耐候操作を施して水酸アパタ

イト結晶の複合量を 6%さらには 3%まで落とした場合、直接加熱による燃焼試験において難燃性

の向上は認められず、示差熱分析でも難燃剤処理特有の燃焼特性は認められなかった。 
 
【緒言】木質バイオマスの活用促進が求められる昨今、木質バイオマス燃料を燃して発電や熱利

用に有効活用する取り組みは、従来の化石燃料に代わるエネルギー供給源として注目されている。

一方で、木質燃料を燃した後に残る燃焼灰は、産業廃棄物としてコストを掛けて処分しなければ

ならず、木質バイオマスの燃焼施設の経営に負担の掛かる副産物である。この燃焼灰を有効利用

しようとする試みは、材料開発の分野においてこれまでも取り組まれてきた。例えば燃焼灰に含

まれる肥効成分を活かすために緑化コンクリートに混合する試み(Udoeyo et al., 2006)や、パーティ

クルボードに混合する研究(Milena wt al.,2008)がなされている。さらにこれを背景として、当セン

ターでは昨年度に燃焼灰を原料とした水酸アパタイト複合材を試作することに成功した。これは、

木質燃焼灰の主成分であるカルシウム塩にリン酸塩溶液を作用させて得られる処理液を木材に含

浸させ、木質細胞内部に水酸アパタイトの結晶を析出させたものである。水酸アパタイトは難燃

処理剤に用いられるリン酸塩の一種であるため、その複合処理材には難燃性の効果が期待できる。

そこで今年度は、熱分析機器を用いてこの水酸アパタイト複合材の難燃性評価を実施した。 
 
【実験操作】 
 
(1) 示差熱分析 – 水酸アパタイト複合材（以下 HAp 複合材）の燃焼特性を調べるために、示差

熱分析(DTA-TG)を実施した。分析装置には島津製作所製 TGA-60 及び DTA-60 を用いた。同

複合材の粉末を乾燥空気中で 30℃から 600℃まで 20℃/分の速度で加熱し、発熱ピークの様子

を調べた。試験対象はスギ辺材とヒノキについて未処理単板、10%HAp 複合材、3%HAp 複合

材の 3 種類を用いた。10%HAp 複合材は、水酸アパタイト溶液を含浸処理して、試験体の全

燥重量に対し 10%の水酸アパタイト結晶を複合させたものである（但しヒノキの場合は 9%）。

また 10%HAp 複合材に JISK1571 に準じて耐候操作を施し、残留した水酸アパタイト結晶の割

合が 3%にまで減少した試料を 3%HAp 複合材と記す。 
 
(2) 直接加熱による難燃性評価 – 試験単板をクランプでマイクロバーナーから高さ 10cm に固定

して直接加熱を行い、燃焼の様子を観察するとともに、試験体背面の温度上昇を熱電対によ

り測定した(Furuno at al., 1991 参照)。バーナーの炎に曝される試験体の加熱面は、およそ 500℃
になるよう炎の大きさを調整した。試験体には上述の示差熱分析と同様にスギ辺材及びヒノ

キ単板から、未処理材、10%HAp 複合材（ヒノキは 9%）、3%HAp 複合材を各 6 枚用いた。さ

らに耐候操作のサイクルを調整して 6%HAp複合材を各 5枚準備し、加えて加熱実験に供した。

これらの試験体は 60℃で 72 時間加熱した後、乾燥剤のシリカゲルとともにデシケーターで約

2 ヶ月保管して予め調湿してから試験に供した。 
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【実験結果】  
(1) 示差熱分析 – 結果を図 1 に示す。スギ辺材とヒノキ共に、未処理単板では 360℃付近と、480

～490℃の２箇所で発熱ピークが認められた(図 1a, b)。また TG パターンではこの温度で目立

った重量減少が認められた。この結果は、諸木材の発熱特性を調べた先行研究のものと一致

している(Arima1973)。顕著な重量減少を伴う最初の発熱はセルロースの酸化発熱によるもの

で、その他残存物の赤熱過程を後のピークは示唆している。一方 10%HAp 複合材ではこれら

の発熱ピークが鈍化し、600℃までの温度域を通して滑らかな発熱ピークが得られた(図 1c, d)。
また発熱ピークの温度は、未処理材の場合に比べて低温側に 20～30℃移動した。この傾向は、

リン酸系の難燃処理剤を施した木

材の発熱特性を調べた先行研究

(Arima1974)の結果からも、同様の

報告がなされている。しかし難燃

材特有のこの発熱特性は、耐候操

作により水酸アパタイトの複合量

を落とした 3%HAp 複合材からは

認められなかった (図 1e, f)。
10%HAp 複合材と比較して発熱ピ

ークは鋭くなるとともに、発熱温

度は 10～20℃ほど再び高温側に移

動した。この結果、耐候操作によ

る水酸アパタイト結晶の剥離が、

難燃性の低下に寄与する可能性が

示唆された。  
(2) 直接加熱による難燃性評価 – 直接加熱による試験体背面の温度上昇を測定した結果を図 2 に

示す。未処理検体の場合、スギ辺材とヒノキ共に、加熱開始から約 5 分を経過した段階で背

面温度が 280℃に達し、加熱時間 9 分までには炎を出して燃えるか、または試験単板が燃え抜

かれた。一方 10%HAp複合材については、

スギ複合材の１試験体を除いて加熱時間

20 分間を通して背面温度は 200℃を下回

り、材表面の緩やかな炭化は観察された

が燃え尽きることはなかった。この結果

から、水酸アパタイトの複合処理による

難燃性の向上が示唆された。しかし、耐

候操作を施した 6%及び 3%HAp複合材の

場合、未処理材と同様に加熱時間 10 分を

経過するまでに燃焼が進み、燃え尽きた。

このことは、耐候操作による水酸アパタ

イト結晶の剥離により、HAp 複合材の難

燃性が著しく低下したことを示唆してい

る。直接加熱試験により得たこれらの結

果は、先述の示差熱分析による考察結果

と同じ傾向を示した。 

図 1 示差熱分析による発熱特性 
左:スギ辺材 右:ヒノキ  
a,b: 未処理材 c,d: 10%HAp 複合材 e,f: 3%HAp 複合材

図 2 直接加熱による試験体背面の温度変化 
上:スギ辺材 下:ヒノキ 
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２－２ 木材乾燥  

 

２－２－１     高温乾燥したスギ心持ち柱材の寸法変化 

－１年経過後の様子－ 
 

 ※小田久人、松元明弘 
 
【緒言】 

 建築用構造材のうち、柱類は外国産材主体の集成材が半数以上を占めている。この理由の一つ

に、断面内の含水率がほぼ均一であり使用中の寸法変化がほとんど無いことが挙げられる。一方、

スギ心持ち柱材の人工乾燥材は高温低湿乾燥法がほぼ全量を占めていると見られるが、ある程度

の含水率傾斜を持った状態で出荷されていると思われる。そこで、意識的に含水率傾斜が生じる

乾燥条件で人工乾燥した心持ち柱材の寸法変化を一年にわたり調査したので報告する。 
 
【実験方法】 

 県内の製材工場において以下の手順で宮崎県産スギ心持ち柱材 25 本を人工乾燥した。すなわち、

３段階ある重量区分のうち、中クラスの柱材を軽量クラスの乾燥スケジュールで乾燥した。この

乾燥スケジュールは、初期蒸煮の後、乾球温度 120℃、湿球温度 90℃の高温低湿工程が 24 時間と

乾球温度を 100℃以下とした後期乾燥工程からなっている。全体の乾燥日数は約７日間である。

乾燥後直ちに４面ともプレーナー加工し当センターへ搬入した。加工後の寸法は 120mm である。

搬入された試験材の両木口から 50cm の位置で厚さ 3cm の含水率試験片と、いくつかの試験材で

は元口側で含水率分布試験片を切り出した。残る中央部約 1.5m を寸法変化試験材とした。寸法測

定位置は試験材中央部付近の節の影響が少ない箇所を選定した。各四辺長はノギスで、また、向

かい合う２面の上下辺から 40mm の位置の寸法（以下、内測）をマイクロメータで、それぞれ測

定した。同時に、重量と高周波式含水率計で４面の表面含水率を測定した。試験材のうち９本を

１年経過した時点で測定を終了し、全乾法含水率を中央付近の試験片で求めた。残りの試験体は

継続中である。 
 
【結果および考察】 

１．含水率の推移 
 測定時の試験材重量から含水率を求めた。図１に結果を示す。試験開始時の含水率は 50％から

20％の範囲に分布しているが、約 260 日経過した時点で全ての試験材含水率が約 12％と気乾状態

に達した。試験開始時の含水率分布は図２に示すように、断面の平均含水率が 20％であっても内

部の含水率は 50％を超えており、大きな含水率傾斜が見られる。時間の経過とともに内部の水分

が減少し、試験材全体の含水率低下として表れている。また、高周波式含水率計で測定した表面

含水率の推移は、湿度が高い７月上旬に当たる 150 日経過時に一時的に含水率の上昇が見られる

ほかは、全乾法含水率の推移と同様である。 
２．寸法の推移 
２．１四辺長の推移 
 各試験材の四辺長の平均値を用いて、開始時寸法を基準にした収縮率を求めた。収縮率と全乾

法含水率の関係を図３に示す。多くの試験材は、含水率が 30％を下回ると急激に収縮率が増大す

る傾向を示すが、これより上下に外れる試験材も見られる。そこで、試験材ごとに回帰直線式を

求め、含水率 12％時の収縮率を求めた。さらに、別の試験で得た心持ち柱材表面層 18 本の自由

収縮曲線から同様に含水率 12％時の収縮率を算出した。これらの収縮率と試験開始時含水率との

関係を図４に示す。自由収縮した場合の含水率 12％時収縮率は、図中の赤線で示すように約 2.6％
であるが、１体を除く試験材の収縮率はこれより小さく、高温低湿処理による引張セットの影響

と考えられる。 
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２．２四辺長と内測の関係 
内測の収縮率は四辺長と同様に求めた。全乾法含水率との関係は四辺長の場合と同様の傾向を

示す。幅方向に定規を当てたところ、中心部付近に隙間が観察された。そこで、四辺長と内測の

差を求め、含水率との関係で示したのが図５である。四辺長と内測の差は、最終的に最大でも約

１mm となった。四辺長は高温セットによる収縮の抑制が働くのに対し、柱材幅方向の中心部は、

初期の含水率が高く、収縮率が比較的に大きくなることによると考えられる。 
人工乾燥心持ち柱材は、少なからず含水率傾斜を持っていると考えられる。このため、使用条

件に応じて四辺長の収縮や四辺長と内測との収縮差を考慮する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図１  含水率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      図３ 四辺収縮率の推移         図４ 含水率 12％時の収縮率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図５ 四辺長と内測の差 
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２－２－２  ホットプレスを用いたスギ心持ち柱材の表面割れ抑制処理 

 
 ※松元 明弘 小田 久人、有馬 孝 

九州大学大学院  藤本 登留 

 
研究概要 

 スギ心持ち柱材の乾燥過程における表面割れの発生を抑制するために、ホットプレスを用い

た表面割れ抑制処理を検討した。熱盤温度は 200℃の 1 条件、処理時間を 30min、60min、90min
の 3 条件とし、長さ 3m のスギ心持ち柱材における乾燥終了後の表面割れ発生状況および木材

の損傷程度を比較検討した。その結果、表面割れ発生量は、いずれの処理条件とも無処理の場

合と比較して大幅に少なく、また、処理時間の違いによる大きな差は見られなかった。一方、

60min 処理および 90min 処理では、内部割れが発生しており、処理時間が長くなるに従い、

内部割れが増加していた。 
 
【緒言】 

 スギ心持ち柱材の乾燥過程における表面割れの発生を抑制するために、ホットプレスを用い

た表面割れ抑制処理を検討した。既報 1)において、長さ 3m のスギ心持ち柱材の 4 材面にホッ

トプレス表面処理を施した後に人工乾燥を行った結果、無処理材に比べて処理材で表面割れが

少なく、処理材の中でも処理時間が一定の場合、処理温度が高いほど表面割れが少ないことが

明らかとなった。今回は、高温での処理に焦点を絞り、熱盤温度を 200℃の 1 条件、処理時間

を 30min、60min、90min の 3 条件とし、長さ 3m のスギ心持ち柱材における乾燥終了後の表

面割れ発生状況および木材の損傷程度を検討した。 
 
【実験方法】 

試験には、寸法が 13×13×300cm で、製材直後の重量が 30～35kg のスギ心持ち柱材 50 本

を用いた。表面処理条件は、熱盤温度を 200℃の 1 条件、処理時間を 30min、60min、90min
の 3 条件とし、圧締圧力は約 0.1N/mm2 の 1 条件とした。各処理条件につき 12 本の柱材を使

用し、残った 14 本を無処理材とした。表面処理は、1 回のプレスで 4 材面のうちの上下 2 面

を処理した後に、試験材を 90°回転させ、再度、プレスし、残る 2 面を処理した。表面処理後

は無処理材を含めた全ての試験材を約 1 ヶ月間、屋根のある屋外で天然乾燥した後に、当セン

ター設置の蒸気加熱式乾燥機を用いて、乾球温度 90℃、湿球温度 60℃の条件で、約 2 週間の

人工乾燥を行った。試験材の測定は、生材から人工乾燥終了後までの含水率および含水率分布

の推移を調べるために、各試験条件につき、4 本の試験材を選別し、生材時、表面処理後、天

然乾燥後、人工乾燥後の各段階において、毎回、末口側木口面から 50cm の位置で含水率測定

試験片および含水率分布測定試験片をそれぞれ 1 体ずつ切り出した。切り出した含水率分布測

定試験片は図 1 のように分割した。含水率はいずれも全乾法で求めた。なお、人工乾燥終了後

のみ内部割れ長さおよび幅を測定し、内部割れ面積を求めた。各段階において試験片を切り出

した後の木口断面はコーキング材を塗布して塞いだ。残りの 34 本の試験材に関しては、上記

の段階ごとに表面割れ長さおよび幅を測定し、表面割れ面積を求めた。 
 
【結果および考察】 

1．含水率および含水率分布の推移 
 各試験条件における生材時から人工乾燥後までの含水率 
の推移を図 1 に示す。いずれの処理条件においても、当初、 
約 80%あった含水率が人工乾燥後には、10～14%に減少し 
ていた。表面処理後では、処理時間が長い条件ほど低い含 
水率を示したものの、その後の推移は処理条件の違いによ 
る差はほとんどなく、無処理材との差も見られなかった。 図 1 含水率分布測定試験片（木口断面）
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含水率分布の推移を図 3 に示す。 
図 1 の 1～5 および 13～17 の位置 
の含水率推移を表している。いず 
れの処理条件においても、生材時 
には 40～60％の範囲に分布してい 
た表層部の含水率が表面処理後に 
は表面で 10％程度に減少し、表面 
から内部にかけて大きな含水率傾 
斜が生じた。また、処理時間が長 
い条件ほど、各層の含水率は低い 
傾向にあった。天乾後の処理材は 
内部の含水率が減少した一方で、 
表面の含水率は上昇していたこと 
から、含水率傾斜が緩和されてい 
た。一方、無処理材では処理材に 
比べて、表層部の含水率傾斜が緩 
やかな傾向にあった。人乾後は表 
層部の含水率は一様に 10％前後に 
減少しており、処理条件の違いに 
よる大きな差は見られなかった。 
２．表面割れおよび内部割れ 
 人工乾燥後の表面割れ面積および発生数を図 4 に示す。表面割れ面積および発生数ともに無

処理材が最も大きく、処理材の表面割れは無処理材の約 10 分の 1 以下の面積に抑えられてい

た。一方、処理材に関しては、いずれも 1 本あたりの表面割れ面積が 10cm2 以下と処理条件の

違いによる大きな差は見られず、また、処理時間と表面割れ発生量との間に明瞭な傾向は認め

られなかった。人工乾燥後の内部割れ面積および発生数を図 5 に示す。処理時間が長くなるに

従い内部割れ面積および発生数ともに増加しており、90min 処理では 60min 処理の約 4 倍の

面積の内部割れが発生していた。30min 処理では内部割れの発生は見られなかった。90min 処

理では表面処理直後においても、複数の試験体で内部割れが発生しており、表面処理によって

木材表面に強いドライングセットが形成されていることがうかがえた。 
３．まとめ 

今回は、熱盤温度を 200℃の 1 条件に絞り、処理時間を複数設定して、ホットプレスによる

表面割れ抑制処理の検討を行った結果、表面割れに関しては、処理時間の違いによる大きな差

は見られなかった。一方、処理時間が長くなると内部割れが発生するとともに、処理時間の長

さに伴い、内部割れが増加することが明らかとなった。 
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図 3 含水率分布の推移 

図 4 人乾後の表面割れ発生量 
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２－３－１ ５年間屋外暴露された木質パネルの厚さ方向密度分布変化

※藤元嘉安、森田秀樹、松元明弘

１．はじめに

日本木材学会木質パネル研究会では、2004 年春より「第 2 次木質パネル耐久性評価プロジェク

ト」に取り組んでおり、当センターも本プロジェクトに参加している。構造用パネルとしての耐

久性能（寸法安定性、曲げ性能、はく離強度、釘接合性能など）の把握と評価方法の確立を目的

として、同時に全国 8 カ所で屋外暴露試験を行っている。試験地都城での 5 年間の屋外暴露にお

いて、ボードの種類により基礎物性（曲げ、はく離、吸水厚さ膨張）や釘接合性能（釘頭貫通抵

抗、釘側面抵抗、一面せん断抵抗）に異

なる傾向が確認された。一例として、暴

露による劣化の著しかったアスペン OSB
の暴露に伴う各種性能の推移を図 1 に示

す。はく離強さや曲げ性能（MOE および

MOR) は、1 年目からの劣化が著しいも

のの、釘接合性能の低減はそれほど大き

くないことがわかる。そこで本研究では、

これらの低減挙動の違いを考察するため

の資料を得る目的から、都城において屋

外暴露された各種ボードの厚さ方向密度

分布の暴露期間における推移について検

討を行った。

２．試験方法

供試材としては、厚さ方向の密度分布変化が判別しにくい合板を除き、アスペン OSB、パイン

OSB、フェノール樹脂接着剤パーティクルボード(PF-PB)、MDI 接着剤パーティクルボード

(MDI-PB)、12mm 厚構造用 MDF および 9mm 厚非構造用 MDF の 6 種類を用いた。いずれのパネ

ルにおいても、暴露開始後、1 年毎に採取し曲げ試験を行った試験体の健全な残部から、軟 X 線

撮影用の試験体を採取した。試験体の寸法は、幅 10mm、長さ 50mm であり、幅方向に軟 X 線を

照射（出力 30kVA、照射時間 90sec）し、撮影を行った。厚さ方向密度分布は、軟 X 線撮影画像

をスキャナにより読取った後、画像解析することにより求めた。なお、軟 X 線撮影においては、

九州大学大学院農学研究院サスティナブル資源科学講座・藤本登留准教授に多大なご協力をいた

だいた、ここに謝意を表します。

３．試験結果

3.1 暴露パネルの厚さ方向密度分布

屋外暴露された木質パネルの厚さ方向密度分布の測定結果の一例として、アスペン OSB の結果

を図 2 に示す。暴露前では、両端の表層に比べて、内層部でやや低くなるような密度分布を示し

ている。屋外暴露の進行に伴い、暴露 3 年後までは表層の密度はあまり変化せずに、内層の密度

が先行して低くなる傾向にあることがわかる。暴露 4 年後以降では、表層の密度低下がやや大き

くなるとともに、内層での密度低下が著しくなっている。また、アスペン OSB と同様に暴露によ
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る 劣 化 が 著 し か っ た

PF-PB の測定結果を図 3
に示す。PF-PB では、暴

露 5 年後まで表層部の密

度低下はあまり見られな

いものの、内層の密度が

暴露に伴い減少している。

なお、図中密度を示す線

分のパネル厚さ方向にお

ける長さが 1 年目以降で

暴露前より長くなってい

るが、これはパネルの暴

露による厚さ変化による

ものである。

3.2 表層および内層の

密度変化

各木質パネルについて、

両表層の最も密度の高い

部分近辺の厚さ方向 1mm
の範囲における密度の平均を求め、屋外暴露に伴う変化を求

めた。また、内層についても同様に、内層の最低密度部分近

辺の 2mm の範囲における平均密度変化を求めた。アスペン

OSB、PF-PB および構造用 MDF についての結果を図 4 に示

す。アスペン OSB では、内層の密度低下が暴露 1 年後から著

しく、表層においても他のパネルに比べて密度が大きく減少

することが確認された。アスペン OSB のはく離強さの低減は、

内層密度の著しい減少によるものと考えられる。また、曲げ

試験においては、暴露の経過とともに、水平せん断による破

壊が顕著に見られたことから、はく離強さと同様に、内層の

密度低下が大きく関与しているものと考えられる。また、基

礎物性の低減に比べ、釘性能の低減がそれほど大きくないこ

とは、表層密度の低下が内層に比べ緩やかなことによるもの

と思われる。なお、暴露に伴う基礎物性ならびに釘接合性能

の低減があまり認められなかった構造用 MDF については、

表層および内層ともに密度の低下が非常に少なかった。

４．まとめ

屋外暴露された木質パネルの 5 年間における厚さ方向密度分布の推移を調べた結果、屋外暴露

に伴う木質パネルの基礎物性あるいは釘接合性能の推移には、木質パネルの内層あるいは表層に

おける密度変化が大きく関与していることが認められた。とくに、はく離強さや曲げ性能が大き

く低減したアスペン OSB や PF-PB においては、暴露に伴う厚さ変化や重量減少によるパネル内層

の密度低減が大きく関与していることが確認された。

なお、本研究の一部は平成 21 年度科学研究費補助金（課題番号：21380108、研究代表者：静岡

大学・鈴木滋彦教授）により行った。
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図 1 試験風景 

２－４ 木材利用   

２－４－１ 大径材から得られたスギ側面定規挽き心去り平角材の接合性能評価 

 ※森田秀樹、荒武志朗、椎葉淳 

 
【緒言】 

 本県スギ丸太は大径材の割合が増加してきており、その利用法の 1 つとして心去り平角材が検討さ

れている。心去り平角材は県北地域の製材工場で一部生産されているが、心持ち平角材と比べて強度

及び狂いの面で不安視する声が少なくない。強度については椎葉らによって報告され 1)、心去り平角

材は心持ち平角材と遜色ない性能を有することが明らかになった。そこで本研究では、在来軸組工法

の接合部に対する評価を行った。 
【実験方法】 

 長さ 8m の宮崎県北部地域産スギ丸太(西臼杵郡日之影町大字分城

下興地、35 年生)10 本を供試体とした。供試丸太を 4m に玉切りし、

1 番玉から側面定規挽き製材により心去り平角材を、2 番玉から中心

定規挽き製材により心持ち平角材を得た。 
人工乾燥後、幅 105mm、材せい 240mm に鉋加工し、約 6 か月間

室内で養生した。同一等級構成スギ構造用集成柱と平角材を用いた

接合試験体を、県内の社寺仏閣の建築を専門とする企業で作製した。

接合部はえり輪付き胴付き込栓打ちとし、込栓は 18mm 角のカシと

した。試験は、「木造軸組工法住宅の許容応力度設計(2008 年版) 横

架材端接合部の引張試験方法」((財)日本住宅・木材技術センター)に準じて実施した(図 1)。1 体を予

備試験体(単調加力)とし、9 体に対して繰り返し加力試験を実施した。また、各特性値は PickPoint((独)
森林総合研究所開発)を用いて算出した。 
【結果および考察】 

 全ての試験体が、込栓を打ち込んだほぞ部からのせん断破壊を示

した(図 2)。試験で得られた各特性値を表 1 に示す。最大荷重の比較

では、心去り平角材に比べて心持ち平角材が高い結果が得られた。

この中で、平均値を大きく下回った試験体が、心去り平角材で 4 体、

心持ち平角材で 1 体確認された。その要因として、人工乾燥により

平角材に内部割れが発生し、その割れ方向(半径方向)とほぞのせん断

破壊面が一致したことが挙げられた。内部割れが影響を受けなかっ

た試験体の比較では、心去り平角材の接合性能は心持ち平角材と同

等と考えられ、内部割れを生じさせない人工乾燥が重要であること

が明らかになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1) 椎葉淳ほか：第 61 回日本木材学会大会要旨集、D19-P-AM03(2011) 
※本研究は、日本学術振興会科学技術研究費補助金(基盤研究(C)、課題番号：22580191)によって実

施した。 

表 1 接合部引張試験で得られた特性値 

心去り平角材
降伏耐力 初期剛性 終局耐力 塑性率 構造特性係数

P max 2/3P max P y K P u μ D s

1 10.8 7.2 5.4 8.8 9.7 2.2 0.54
2 12.4 8.3 7.7 4.8 11.5 2.1 0.56
3 8.9 5.9 3.9 6.6 7.7 1.9 0.61
4 7.7 5.1 3.7 8.5 6.7 1.9 0.59
5 15.6 10.4 7.9 18.4 14.1 4.7 0.35
6 10.8 7.2 6.7 5.0 10.5 1.3 0.78
7 12.8 8.5 6.4 8.3 11.2 2.2 0.55
8 7.3 4.9 3.2 11.5 6.3 3.0 0.45
9 7.7 5.1 3.3 7.0 6.9 2.0 0.57

平均値 10.4 7.0 5.3 8.8 9.4 2.4 0.56

No.
最大荷重

心持ち平角材
降伏耐力 初期剛性 終局耐力 塑性率 構造特性係数

P max 2/3P max P y K P u μ D s

1 7.0 4.7 3.3 7.5 5.9 2.2 0.55
2 10.7 7.1 5.6 7.3 10.2 2.8 0.47
3 13.0 8.7 7.5 5.6 12.8 1.7 0.65
4 12.4 8.3 7.4 7.4 11.9 1.4 0.76
5 11.0 7.3 5.7 9.1 10.3 2.3 0.52
6 12.3 8.2 - - 9.2 1.4 0.77
7 13.4 8.9 7.1 8.1 11.9 2.2 0.54
8 12.0 8.0 - - - - -
9 11.0 7.3 6.0 5.9 9.9 1.6 0.69

平均値 11.4 7.6 5.3 6.3 9.1 1.7 0.55
注)"－"はPickPointで求められなかった特性値。

No.
最大荷重

図 2 ほぞの込栓打ちこみ

部からのせん断破壊 
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２－４－２     曲がりを有するスギ丸太から得られた平角材の力学的性能 

（その 2 曲げクリープについて） 
                 

 ※荒武志朗、椎葉 淳、森田秀樹 

         （株)もくみ   佐藤庫司 

   

 

    

1. はじめに 

梁・桁適材が得られるスギ丸太の中には相当量の曲がり

を有する丸太(曲がり材)が含まれているが(矢高 2％まで

の曲がり材で3割程度1))、これらの丸太は、現状では一般

材(直材)よりも安価に流通されており、用途も合板用資材

や土木・農業用資材等に限られている。これらの原因とし

ては、製材手間など実務面での問題も考えられるが、多く

は構造材としての性能自体(変形や強さなど)に対する低い

評価に基づいている。しかしながら、このような評価は必

ずしも明確な実験データに基づいている訳ではない。 

一方、近年における法体系の整備などで飛躍的に高まる

ことが予想される国産材ニーズを満たす為には、曲がり材

であっても可能な限り(要求性能を満たす限り)構造材とし

ての用途を目指す必要があろう。 

このような背景の中で、筆者等は曲がり材から得られた

製材の力学的特性を明らかにするとともに、その特性を活

かした使用法を提案する事を目的として、昨年から製材に

よる挽き曲がり、乾燥後の変形(反り)、曲げ性能、並びに

曲げクリープ性能に関する検討を行っている。これまでに、

B 材(最大矢高 1～2％の丸太 1))程度の曲がり材から得られ

た平角材であれば、製材による挽き曲がりやその後の乾燥

による曲がりが実用面で支障を来す可能性がほとんど無い

ことや、短期的な曲げ性能に関する実用上の問題が生じる

可能性が極めて低いことなどを明らかにした2)。今年度は、

昨年1月に開始した平角材の曲げクリープ試験経過を中心

に報告する。 

2. 実験方法 

実験用の丸太には、宮崎県日之影町産スギ 8 本(B 材)を

供試した。実験の手順は以下のとおりである。(1)供試丸太

の材質測定。(2)幅120mm、高さ235mm程度の断面に製材し、

曲がり矢高、密度、平均年輪幅、縦振動ヤング係数(Et)な

どを測定(表1参照)。(3)以下の4条件に振り分け。①未乾

燥材・製材の曲がり方向に対して凸側から負荷、②未乾燥

材・同凹側から負

荷、③乾燥材・同

凸側から負荷、④

乾燥材・同凹側か

ら負荷。この場合、

乾燥材の処理条件

は 、 90 ～ 120℃ 

(DBT)、70～90℃(WBT) で約3週間とした。(4)全ての供試

体に対して、負荷荷重 685kg3)、スパン 3655mm、ロードス

パン1260mmによる曲げクリープ試験を開始。 

ここで、前報(曲げ試験)2)では、丸太の曲がり方向(製材

では繊維方向)に対して凹側(または凸側)から負荷したが、

実験の過程で、これらの方向と製材後の曲がり方向の関係

はほとんど無いことが明らかになった。そこで、本報(クリ

ープ試験)では主としてこの原因を確認するため、製材後の

曲がり（反り）方向に対して凹側(または凸側)から負荷す

ることとした。 

3. 結果と考察 

図1に相対クリープ(たわみ／初期たわみ)および含水率

(高周波含水率計による値)の変動を示す。同図のうち荷重

685kg 時の相対クリープ(右側)を見ると、乾燥材、未乾燥

材ともに、夏頃までは(未乾燥材ではこの時期と含水率が繊

維飽和点に達した時期がほぼ一致)殆ど負荷方向による差

異が認められないが、それ以降、凹側を上にした場合は増

加し続けているのに対し、凸側を上にした場合は、ほぼク

リープ休止の状態に至っている。前者の傾向は、一般的で

あるが、後者の傾向は、脱湿時のメカノソープティブ変形

による変位増加が明確には看取されない点や未乾燥材と乾

燥材のたわみ増加傾向に大きな差がない点で極めて特異で

ある。ここで、同図における無負荷時の相対クリープ(左側)

を見ると、凸側を上にした場合は、むしろクリープ回復の

方向に大きく変形している。このことから、凸側を上にし

た場合に夏以降クリープ休止の状態となったのは、主とし

てたわみの増加(下向き)を“部材の変形(上向き)”が相当

量相殺したためと考えて良い。なお、この“部材の変形(上

向き)”は、未乾燥材では乾燥による変形を意味するが、乾

燥材の場合は、供試体が気乾材であることを考慮すれば、

後述する脱湿時のメカノソープティブ変形による変形の固

定4)が支配的に影響した可能性が高い。 

幅 高さ 密度 含水率 Ｅt 平均年輪幅

部材のセット方向 負荷荷重 (mm) (mm) (g/cm3) (％) (kN/mm2) (mm) 未乾燥時 乾燥後

685kg 119 229 0.409 10.5 5.59(4.83) 6.3 5 12.3

0kg 119 229 0.389 10.4 5.61(5.00) 5.0 2 0

685kg 117 226 0.353 9.50 5.95(4.79) 6.8 2 5

0kg 121 230 0.396 10.3 5.33(4.92) 6.3 3 2

685kg 124 234 0.835 80.0 5.10 5.7 1 －

0kg 123 234 0.900 56.8 5.13 5.7 3 －

685kg 124 233 0.658 83.0 5.29 7.0 1 －

0kg 123 233 0.662 70.5 5.05 5.3 1.5 －

曲がり矢高(mm)

乾燥材

未乾燥材

条件
種別

※ 長さは約4000mm、含水率は高周波含水率計による値、Etは縦振動ヤング係数［※( )内は未乾燥材時］

表1 供試材の材質と実験条件
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図2に変位変動幅と湿度変動幅の関係を示す。同図を見

ると、全体に凹側を上にしたときと凸側を上にしたときで

は逆の傾向を示している(前者では『湿度低下→たわみ増

加』、後者では『湿度低下→たわみ回復』)。ここで、湿度

が低下する時(含水率が減少するとき)のメカノソープティ

ブ変形は、基本的には塑性的な挙動を示すことが知られて

いる 4)。この挙動を考慮れば、凸側を上にした場合はたわ

みが回復するとき、凹側を上にした場合はたわみが進行す

るときに変形が固定されやすい、と言うことになる。本実

験では、主としてこのために凸側を上にしたときの方が、

凹側を上にしたときよりも安定した傾向を示したのであろ

う。 

ところで、図2と筆者らが別途実施した非対称構成集成

材の結果3)を比較したところ、同集成材の低ヤング率側(ま

たは高ヤング率側)から負荷した場合と凸側(または凹側)

から負荷した場合の傾向が非常に類似していた。この結果

から、曲がり材の変形(そり)方向は、丸太の曲がり方向(製

材では繊維方向)よりも上下(梁背方向)のヤング率の差 

 

 

異に大きく依存するものと考えられる。 

4. まとめ 

本実験の結果から、曲がり材から得られた平角材を梁と 

して用いる場合、製材の梁背方向への曲がりに対して凸側

から負荷した方が長期たわみを押さえる上では有利なこと

が明らかになった。また、この条件下では、直材よりも優

れた長期性能を示す可能性が示唆された。 
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２－５ 構法開発  

 

２－５－１      スギ集成材を用いた大型構造物の経年変化 

―宮崎県木材利用技術センターの施設― 

 
※ 飯村豊、 椎葉 淳 

                                            東臼杵農林振興局  上杉 基 

           

 

１．背景と目的 

宮崎県木材利用技術センター(以下、センター)
は、2001 年の開設当初から大型構造物の構造材

に低強度・低ヤング係数のスギを利用する新しい

建築構法を研究・開発している。従来の大型構造

物は構造材に高強度・高ヤング係数材を使用する

のが一般的だが、そうした木材資源は減少傾向に

ある。一方、戦後植林されたスギが伐採期を迎え

ている宮崎県では、豊富な人工の森林資源を有効

活用して、林業・木材産業を活性化すると共に森

林資源の早期循環利用を促すことに力を入れて

いる。その一環として、スギ材を県内の公共施設

を中心に構造体に用いる取り組みを推進してお

り、その技術的な支援をセンターが担っている。

従来にない新しい試みとして低ヤング係数のス

ギ材を構造材に使用した大型構造物はこれまで

に数多く建設されており、そうした構造物の経年

変化を観察することは、スギを利用する新しい建

築構法のさらなる研究・開発に重要なデータを提

供してくれる。ここでは、センター開設に合わせ

て 2001 年 3 月に完成した分棟型施設 6 棟（写真

1）の内、構造形式がそれぞれ異なる構造実験棟、

管理棟、研究棟の 3 棟について 2004 年から構造

体の変位を、台風通過後の影響も含めて調査した

結果をまとめ、今後のスギ利用を推進するための

基礎資料の整備に資する１）。 

 
 
 

２．大型構造物の概要 

表 1 にセンター施設 3 棟の構造概要を示す。構

造は木造（大断面構造用集成材＋一般構造材）が

主で、一部を鉄筋コンクリート造とし、集成材に

はスギ、一般構造材にはスギ・ヒノキが用いられ

ている。スギ集成材の強度等級は E65-F225 であ

る。 
「構造実験棟」は、長スパンと高さが必要な施

設のため、低ヤング係数のスギ集成材を利用する

に当たり、14.4m に達するスパンの変形を少なく

するための張弦梁が採用されている（図 1、写真

2）。スパン 12.6m の「管理棟ラウンジ」には、低

ヤング係数スギ集成材の曲げ易さを逆に利用し

たボックス梁が採用されている（図 2、写真 3）。
「管理棟大会議室」にもスパン 12.6m のボックス

梁が採用されている（写真 4）。「研究棟」は 6.6m
×6.6m を基本グリッドとした柱割りとし、小屋

組には立体トラスが採用されている（図 3、写真

5）。屋根仕上げは「管理棟」が瓦、他 2 施設が金

属葺きである。屋根勾配は、構造実験棟が 4/10、
管理棟が 4/10、研究棟が 3/10 である。 

 

 

表 1  3 棟の構造概要 

建築面積 スパン 最高高さ
（m２ ） （m） （m）

1 構造実験棟 644.40 14.40 12.2

2
管理棟
ラウンジ

12.60 8.94

3
管理棟
大会議室

12.60 8.22

4 研究棟 921.00 6.60 8.55

1,435.32

No 名  称

図 1 構造実験棟 

写真 1 木材利用技術センター 

研究棟を中心に、手前（北側）が管理棟（左に大会議

室、中央がラウンジ）、奥右手（南側）が構造実験棟。
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３．変位測定  
構造物の変位測定は、小屋組を構成する部材の

中で、長期応力や地震、台風による変位が大きく

現れると予想される場所を選定し、三次元光波測

距儀（トータルステーション GPT-2005F）を用

いた。測定回数は施設完成後年 1 回程度の割合で

ある。 
「構造実験棟」は、測点を棟位置にある構造部

材（9 本の棟木両端）の下端に設定した定点とし、

変位計測は Z 方向とした（図 1、4）。 
「管理棟ラウンジ」は、スパン方向 15.75m の

内、スパン 12.6m のボックス梁が架かる南側を対

象とした。測点は、24 本のボックス梁中央部下端

に設定した定点とし、変位はZ方向を計測した（図

2、5）。 
「管理棟大会議室」は、測点をラウンジと同様

に棟から北側の桁に架かる 18 本のボックス梁中

央部下端に設定した定点とし、変位は Z 方向を計

測した（図 6）。 
「研究棟」の測点は、6.6m×6.6m の基本グリ

ッドのそれぞれの対角を結ぶ 8本のトラス斜材を

中央で受ける鉛直材下端 11 箇所について設定し

た定点とし、立体トラスであることを考慮して変

位計測は X、Y、Z 方向とした（図 3、7）。さらに、

測点 5、8、10 の上段にある鉛直材についても Z
方向のみ計測可能であることから計測を加えた

（図 3、7）。 
 

写真 4 管理棟大会議室 

写真 3 管理棟ラウンジ 

図 2 管理棟ラウンジ 

写真 2 構造実験棟 

写真 5 管理棟大会議室 

図 3 管理棟大会議室 
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４．測定結果 

測定を開始した 2004 年から 2009 年までに、

この地域に大きな地震は発生しなかった。表 2は、

宮崎地方気象台（海岸線から 5.1km）の記録であ

る。最大瞬間風速が 35m/s から 45m/s の強い台

風が 4 回記録されており、センター（都城市）は

宮崎地方気象台から南西約 40km 地点に位置し、

センター地点の風速記録ではないが参考までに

示した。図 8～11 の測定結果には台風の通過時期

（記号①②③④⑤⑥）も併せて示した。 

 
図 8 の「構造実験棟」は、完成してから約 4 年

後（2005.03.21）に測定が始まった。図 8 はＸ軸

を経過日数、Ｙ軸を鉛直方向の変位量、測定開始

を 0 とし、プラスが上昇、マイナスが下降を示し

ている。19 測点の全てが長期荷重によって下降を

続けているわけではなく、上昇するものも多い。

最大の上昇量は測点 2-1 の 17mm で、台風③の通

過後に発生している。上昇した測点はその後下降

を続け、台風⑤通の通過後に再び上昇している。

1424日目での 19測点の平均降下量は測定開始時

に比べ 2mm 増えている。 
図 9 の「管理棟ラウンジ」は、完成してから約

3 年後（2004.03.19）に測定を開始した。図 9 の

計測結果も構造実験棟と同じように整理した。図

9 では、強い台風①、②の通過後（約 2 ヵ月後）

の測定では上昇した測点の最大値が 5mm、下降

した測点の最大値も 5mm であった。その後（約

4 ヵ月後）の測定では殆どの測点が上昇している。

図 4 構造実験棟 

図 5 管理棟ラウンジ 

図 6 管理棟大会議室 

図 7 研究棟 

表 2 宮崎地方気象台の記

① 2004(H16) 16 8 30 44.3 南東
② 2004(H16) 18 9 7 40.5 南南東
③ 2005(H17) 14 9 6 43.1 南東
④ 2006(H18) 13 9 17 34.2 東南東
⑤ 2007(H19) 4 7 14 38.8 東南東
⑥ 2008(H20) 13 9 18 22.5 北東

注）風速は最大瞬間風速

記号 風向
風速
(m/s)

年 月 日号
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測定開始から 5 年後の測点の変位量は上昇・下降

共に 5mm であった。24 測点の変位量の平均値は

－1mm であった。 
図 10 の「管理棟大会議室」は、完成してから

約 2 年後（2004.03.19）に測定を開始した。図 10
の計測結果も構造実験棟と同じように整理した。

図 10 では、強い台風①、②の通過後も多くの測

点が上昇を続け、測定開始後 1792 日目まで殆ど

の測定が測定開始時より上昇した状態で留まっ

ている。平均上昇量は 4 mm であった。 
図 11 の「研究棟」は、完成してから約 4 年後

（2005.03.21）に測定を開始した。図 11 はＸ軸

に経過日数を、Ｙ軸に絶対変位量（変位量）を 11
の測点について示している。ここでの変位量は、

各測点が空間でどのように変位しているかを表

すため、空間座標 X、Y、Z 方向の変位それぞれ

の二乗和の平方根によって変位量を求めている。

図 11 では変位量は全体として下降傾向にあり、

強い台風③の通過後でも変位量が減ることはな

く、その後も全体としては下降量が増える傾向を

示している。1820 日目の平均降下量は、11 測点

で測定開始時に比べて 5mm 増えた。研究棟立体

トラスの上段 3測点の Z方向の変位量は台風の影

響は少なく、全て下降傾向を示し、測定開始から

1453日目の3測点の平均効果量は2mmであった。  

 

 

 
 

 
５．台風の影響 

１）構造実験棟  
構造実験棟は、敷地の南面に位置し、南東から

南西まで広い空き地に囲まれ、風の影響を受けや

すい（写真 1 参照）。屋根仕上げは金属葺きで軽

量屋根であり、しかも最高高さも 12.2m と施設の

中では最も高い。このことから強い台風襲来時に

は吹き上げ等の大きな荷重を受けやすい。強い台

風通過後に測点上昇が残留変形として現れたの

は、部材接合部のガタなどの影響により構造物が

完全弾性体となっていないためと考えられる。 
 

２）管理棟 
 管理棟ラウンジと管理棟大会議室は、構造実験

棟と比べると、屋根に瓦を載せたことで屋根荷重

が大きいこと、スパン方向の断面が非対称である

ことなど、風に対する影響は異なる点が多い。  

 管理棟ラウンジは、東、南東、南それぞれの方

位に施設があり（写真 1 参照）、ラウンジ南側に

架けられた 24 本のボックス梁には水平方向から

の直接の風は当たり難い。反面、ラウンジ屋根は、

それら施設によって乱された風が吹き付けたと

考えられる。強い台風①、②の通過後にも多くの

測点が上昇した現象は、施設完成後にはじめて受

図 10 管理棟会議室 

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

0 500 1000 1500 2000

経過日数（日）

変
位

量
（
m

m
）

1 2 

3 4 

5 6 

7 8 

9 10

11 12

13 14

15 16

17 18 

①

②
④ ⑤ ⑥③

図 9  管理棟ラウンジ 

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

0 500 1000 1500 2000

経過日数（日）

変
位

量
（
m

m
）

1 2 

3 4 

5 6 

7 8 

9 10

11 12

13 14

15 16

17 18 

19 20 

21 22 

23 24 

①

② 
③ ④ ⑤ ⑥

図 8 構造実験棟 

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

0 500 1000 1500

経過日数(日）

変
位

量
（
m

m
）

1
2－1
2－2
3－1
3－2
3－2
4－1
4－2
5－1
5－2
6－1
6－2
7－1
7－2
8－1
8－2
9－1
9－2
10

⑥⑤④ ③ 

 

-10

-8

-6

-4

-2

0

0 500 1000 1500

経過日数（日）

絶
対

変
位

量
（
m

m
）

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9

10

11

図 11 研究棟 

③ ⑤ ⑥④

-37-



 

 

けた多方面からの風荷重により、建設時の偏在荷

重などによる歪みが開放され、応力の適正配分が

進んだことによると考えられる２,３）。 
 管理棟大会議室は、東側に盛土や植え込み、南

側には南東部まで延びる施設がありラウンジと

同様に風は直接吹きつけ難い（写真 1 参照）。ラ

ウンジ同様、18 本のボックス梁に対する台風の影

響は建設時の歪み開放現象と考えられる。 
  研究棟は、周辺施設に囲まれ、しかも寄せ棟で

あることから風荷重を受け難い（写真 1 参照）。

軽量屋根にも拘わらず台風の影響が少なかった

ことが日数の経過と共に測点の下降が進むとい

う結果に結びついているものと思われる。 
 

６．おわりに  

 スギ材を用いた大型構造物 3 棟の構造体を約 5
年間に亘って継続測定した結果、鉛直方向の下降

量および 3次元の絶対変位量に増加は見られたも

のの、その量はスパンや高さに対する割合として

計算すると極めて小さかった。低強度・低ヤング

係数のスギ集成材であっても大型構造物の屋根

架構に十分利用できることを実証している。 
 
７．引用文献 

1）飯村 豊,中西幸一,上杉 基,東口清耕：スギ構造

用集成材を用いた構造体の変形性能,技術報告集,
第 5 回木質構造研究会技術発表,pp.52-55,2001 
2）飯村 豊, 齊藤 豊：台風 16 号、18 号によるス

ギ大規模木造への影響, 日本建築学会九州支部研

究報告第 44 号・1(鹿児島), 構造系 pp.437-440, 
2005 
3) 飯村 豊：スギ集成材を用いた大型構造物の経

年変化,日本建築学会大会学術講演梗概集(東北), 
E-1 
pp.1089-1090,2009 
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２－５－２ スギラミナ、高強度繊維補強モルタル及び鉄筋を用いた合成構造部材の強度性能 

 

  ※椎葉淳、 飯村豊 

【はじめに】 

県産スギ材の土木構造用途への有効利用を目的として、

スギ集成材、鉄筋コンクリート、高強度繊維補強モルタ

ル（HPFRCC）、鉄筋及び鋼板等による合成桁を開発し

てきた。これらは、いずれも床版をコンクリート系材料、

主桁を集成材とし、鋼材で曲げやせん断補強を行ったも

ので、主に林道等の短いスパンの橋梁を想定していた。

これまでに実施した各種実験から、異なる材料の組み合

わせによる合成構造は一体化が図られ、設計値を上回る

強度があったことから、土木構造用途に十分適応できる

ことが分かった。今回は、これまでの実験結果を基にし

て、比較的小規模でシンプルな部材を組み合わせること

により各種土木構造物への適用を目指した、ユニット部材を開発することとした。 

【試験体及び試験方法】 

試験体は、スギラミナ L60（断面寸法 30mm×1  50mm）と同厚の HPFRCC による

積層構造材である。曲げ補強として各層 2 本の鉄筋、更に端部にはせん断補強の斜め

鉄筋を挿入している。積層数は 7 層と 9 層で、それぞれせん断鉄筋が片側 2 本（AN

部材）と 8 本（AD 部材）の 4 タイプとした。サイズは H:150mm×B:210mm(270mm)

×L:3,300mm である（図 1）。試験は実大強度試験機を用いて、支点間 3,000mm、荷重

点間 500mm の 4 点載荷による曲げ試験とした。なお、中央下部に巻き込み型変位計を取り付け変位を計測し、中央及び

両支点部の各層にひずみゲージを貼り、ひずみを計測した（写真 1）。 

【結果と考察】 

破壊状況の例を写真 2 に示す。各層間に剥離が生じ、HPFRCC が折損して終局する

ものが多かったが、せん断補強した端部には、損傷や変形は見られなかった。各試験

体の降伏荷重(Py)の平均値は、設計荷重を大きく上回った。またせん断補強筋を増やし

た AD 部材については、7 層・9 層とも最大荷重(Pmax)及び Py が AN 部材の 2 倍以上

であり、せん断剛性の向上が確認された（表 1）。荷重とたわみ、ひずみの関係の例を

図 2 に示す。これらを見ると、降伏後も荷重が落ちず、粘り強い挙動を示していると

ともに、弾性域内でのひずみは直線でほぼ対称であることから、構造が一体化してい

ると思われる。以上の結果から、今回開発したユニット部材は、土木構造物として十分な強度性能を有していることが分

かった。今後は、これらのユニット同士を組み合わせるための接合方法を検討し、様々な構造物としての実用化に結びつ

けたい。 

 

写真１ 試験の状況 

写真２ 破壊の状況 

7AN-1 25.2 14.5
7AN-2 24.5 16.6
7AN-3 26.8 17.3
7AN平均 25.5 16.1
7AD-1 53.6 31.0
7AD-2 55.7 33.8
7AD平均 54.7 32.4
9AN-1 38.4 29.9
9AN-2 42.0 27.2
9AN平均 40.2 28.6
9AD-1 89.7 66.7
9AD-2 97.7 63.9
9AD平均 93.7 65.3

試験体 Pmax(kN) Py(kN)

表１ 試験結果 
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図２ 荷重とたわみ、ひずみの関係 

図１ 試験体 
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２－５－３    地域材利用推進のためのコストシミュレーション 
                                 

 ※皆内健二、飯村豊  
 

【事業の背景】 

本県では、「公共建築物等木材利用促進法」の施行を踏まえ、

「県産材利用推進に関する基本方針」を見直し、公共建築物

は原則木造とするなど、具体的には平成３２年度までに木造

率を倍増させ３０％（現在１５％）にする数値目標を掲げ、

国の「森林林業再生プラン」に整合させた。 

この大きな流れの中で、今後木材の利用が急速に推進され

ると期待する。 

ところが、本県における過去の大中規模木造公共施設の建

設実績から、木造公共建築物は他構造に比べ、コスト高であ

るとの認識があり、公共建築物木造化への障壁となっている。 

一方で住宅分野に目を移すと、木造住宅がコスト面で最も

優れているが、部材の標準化・規格化が進み、常時需要に支

えられた常時ストックがあり、積算体系が整備されているこ

と、また設計ノウハウが確立されており、設計技術者も多数

いることが、この要因として考えられる。 

これらから大中規模木造公共施設についても同様の状況を

つくることで、建設費のコストダウンが図れると考え、事業

を実施した。 

割高となる特注部材を排し、規格化された標準部材を選定

し、これを用い、市販されている住宅用接合金物を用いるこ

と、また一方で木質構造設計を敬遠していた建築構造設計技

術者の興味をそそり、経済的負担を強いない必要があった。 

 

【事業の目的】 

木造大規模公共建築物の建設コスト合理化には、木質構造

設計者の育成と、部材・部品の規格化・標準化と併せて常時

需要と常時ストックが大きな要素として考えられる。 

そこで、建築設計職能団体である(社)宮崎県建築士設計事

務所協会にスケルトンの設計を委托し、具体的に大中規模木

造建築物に取り組む中で、規格材による汎用構法の開発、コ

スト合理化を追求することとし、木造化することでの経済波

及効果及び環境貢献度について整理し、木造の優位性を示す

ことで今後の木造化の推進に弾みをつけ、流れを加速するこ

ととしたい。 

 

【事業の概要】 

県内建築構造設計者の大中規模木質構造設計への関心を高

め、能力開発・普及の観点から、（社）宮崎県建築士設計事務

所協会（以下事務所協会という。）に事業を委託し、生産者か

ら発注者まで木造建築物に関係する、民間・行政、審査機関

までを巻き込み、ワーキンググループを設置し協働すること

で事業を行うこととした。 

事業は、事務所協会構法部会を中心に構法を先行させ、コ

スト積算、経済波及効果、環境貢献度について検討した。 

モデルは法的に制約・拘束の少ない公共建築物として１５

ｍで５００㎡弱の武道館等と、スパン長３０ｍ、１,０００㎡

の体育館の木造架構方式の検討・選定、コスト積算、経済波

及効果の検討、環境貢献度を検証し、同規模同機能の鉄骨造

建築物と比較することで木造の優位性を示した。 

 

【架構の決定】 

常時需要に支えられた常時ストック体制を図るため、部材

を規格化し、このことを前提に事業を実施した。 

この規格材の組み合わせにより、県内技術で対応できる

種々パターンの架構モデルを考案し、それぞれコンピュー

タで応力解析し、最も応力が小さくなる架構を今回のモデ

ル架構スケルトンとして決定した。 

１５ｍスパン武道館は、妻部の筋交い、袖壁（バットレ

ス）を設けることで張間方向の水平力の負担させ、また桁

行き方向は偶各部にブレース（筋違い）を設け水平力を負

担させた。（ 図 １ ） 

３０ｍスパン体育館は、鉄骨造と同様に下部構造は鉄筋

コンクリート造とし水平力を負担させ、小屋組のみを木造

とした。 

考案モデルを、コンピューター解析し最も応力が小さく

なる架構を選定し、平行弦山形トラス構造（図２）をモデ

ルスケルトンとして採用した。 

 
      図１ １５ｍスパン武道館 
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   図２ 30m 平行弦山形トラス 

 

【建設費積算】 

１５ｍスパンのスケルトン建設費は、鉄骨造で建設

した場合を１００としたとき、木造製材（乾燥材）を

用いた場合が９７、同集成材を用いた場合は９６とな

り、いずれも鉄骨造より建設費が安くなった。(表１) 

 木造が安くなった理由は接合金物に既成の住宅金物

が使用できたこと、特注部材を用いず、部材を限定し

規格化したことによると考える。 

 一方、製材を用いた武道館が、集成材を用いたもの

より高くなったのは、製材の梁桁材（大断面）の乾燥

コストが影響していると考える。 

 一方スパン３０ｍ体育館は、時間的制約もあったが、

構法としては、接合箇所が多くなり、既成住宅用金物

が使用出来なかったことから、特注接合金物を多数調

達する必要を生じ、コストアップに繋がった。 

結果小屋架構体のみで、鉄骨造の 4 割高となった。

比例による試算ではスケルトン建設費で鉄骨造の 1 割

高となった。(表２) 

  

表１ １５ｍスパン武道館コスト比較 

　名　　　　　　称 　　備考 　　　鉄骨造 　木造（JAS製材） 木造（中断面集成材）

Ⅰ
1 直接仮設工事 2,319,200 2,129,490 2,129,490
2 土工事 1,177,252 1,177,252 1,177,252
3 地業工事 5,224,625 5,224,625 5,224,625
4 コンクリート工事 2,800,980 2,800,980 2,800,980
5 型枠工事 1,566,990 1,566,990 1,566,990
6 鉄筋工事 1,768,910 1,768,910 1,768,910

7 躯体（鉄骨・木）工事 10,863,628 9,441 ,732 8,612,688

8 組積工事 1,400,800 1,400,800 1,400,800

9 防水工事 144,636 144,636 144,636

10 タイル工事 38,641 38,641 38,641
11 木（造作）工事 2,246,720 2,246,720 2,246,720
12 屋根工事 5,229,947 5,229,947 5,229,947
13 金属工事 1,685,955 1,685,955 1,685,955
14 左官工事 435,915 435,915 435,915
15 木製建具工事 355,900 355,900 355,900
16 金属製建具工事 9,037,800 9,037,800 9,037,800
17 ガラス工事 355,934 355,934 355,934
18 塗装工事 1,537,283 1,537,283 1,537,283
19 内外装工事 9,873,563 9,873,563 9,873,563
20 ユニットその他工事 2,651,180 2,651,180 2,651,180
21 雨水設備工事 581,480 581,480 581,480

直接工事費計 61,297,339 59,685 ,733 58,856,689

対鉄骨造コスト比 1 0.97 0.96

　建築主体工事

鉄骨造より製

材で３％集成

材で４％安い

結果がでた。

木造が軽量で

あることから基

礎建設費は、

鉄骨造より安

価となることが

推測される。

 
    

 

表２ ３０ｍスパン体育館コスト比較  
　名　　　　　　称 　鉄骨造 木造（中断面集成材）

直接仮設工事 4,848,000 4,848,000

躯体（鉄骨・木）工事 20,131,000 31,120,000

躯体以外工事 88,628,000 88,628,000

　　直接工事費計 113,607,000 124,596,000

対鉄骨造コスト比 1 1.1

 

 

【経済の地域還元効果】 

１５ｍスパン武道館について鉄骨造と木造（製材）の

ケースでそれぞれの波及効果を試算したのが以下の表で

ある。（表３） 

木造の場合、経済の地域還元効果（経済波及効果）は、

建設費（最終需要額）５９,６８５千円が投下されたこと

による総合効果は１０５,５５５千円となっており、 

１７７％の地域還元効果があるのに対し、鉄骨造では、

１２９％の地域還元効果しか産んでいないことが確認で

きた。 

言い換えれば、木造の場合1,０００千円が１,７７０千

円の効果を生むのに対し、鉄骨造では１,２９０千円の効

果しか生まないことが確認できた。 

、  表３ 地域への経済還元効果比較  
木造 鉄骨造 備考

1 建設費（最終需要額） 59,685 61,297 最終需要額（共通費消費税含まない）

2 直接効果 65,526 49,279 対事業所・対個人サービス

3 第一次間接効果 20,601 14,736 原材料生産費（建設業以外）

4 第一次波及効果 86,127 64,015 Σ直接効果、第一次間接効果

5 第二次波及効果 19,429 15,180 人件費消費に由来する消費波及効果

　　総合効果 105,556 79,195 Σ第一次波及効果、第二次波及効果

区分

 
 

【環境貢献度】 

 １５ｍスパン武道館スケルトン建築物存命期間中の炭

素貯蔵は、鉄骨増が１．９ｔ-C に対し木造が１３．９ｔ

-Cと圧倒的に多かった。 

また、資材製造時の CO2排出量は木造で３１,４３７ｋｇ

-CO2で鉄骨造の１/８であった。 

 また、木造の躯体建設時のCO2排出量は、 

５３,７００ｋｇ-CO2で鉄骨造の１/２であった。 

  

    表４ 環境負荷貢献度比較 

木材使用量 m3 73.28 9.78 鉄骨造の7.5倍

原木換算           m3 120 ｔ-C 16 ｔ-C 鉄骨造の7.5倍

建物存命中炭素貯蔵量  kg-CO2 51 ,052 13.9 6 ,813 1 .9 鉄骨造の約7.5倍

躯体建設時排出CO２ kg-CO2 53 ,700 118,750 鉄骨造の約1/2

生産時排出CO2  kg-CO2 31 ,437 236,122 鉄骨造の約1/8

資材生産、躯体建設中のCO２排出量

-貯蔵量CO2
kg-CO2 34 ,085 348,058 鉄骨造の約1/10

備考区分 木造 鉄骨造

 
本研究は、（財）宮崎県建築士設計事務所協会に委託した

地域材利用推進委托業務の成果物を利用したものである。 
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２－６ 木質化推進分野 

１ はじめに 
 地域に根ざした木造軸組構法・技能・部材の活用を推進するための環境整備を目的として，従

来建築基準法の壁量計算上は評価されていなかった耐力壁の性能が検証され，平成 15 年 12 月国

土交通省告示第 1543 号の改正で，昭和 55 年建設省告示第 1100 号に「落とし込み板壁」等の壁倍

率が位置づけられた。 
ただし，その仕様については法令で細かく規定されており，例えば「落とし込み板壁」は，複

数の板材を溝の設けられた柱の間に落とし込んでいく仕様とし，上下に接する板材どうしは規定

の寸法・本数の木ダボで接合する必要がある。そのため，板材の孔加工には高い精度が求められ，

また，柱の間に板材を落とし込む施工法もそれほど容易ではない。 
そこで，本研究では，地域の木造軸組構法のより簡便な使用方法を検討するため，材料の加工

や施工が容易なスギ厚板張り真壁について各種試験体を作製し，構造耐力上の性能試験を行った。 
 
２ 実験方法 

 スギ製材を用いて図 1 に示す各種試験体を作製した。厚板張り真壁は，柱・土台(いずれも断面

120×120mm)及び桁(断面 120×180mm)からなる高さ 9 尺×幅 3 尺(2 体のみ 6 尺)のフレームに，3
本の受け材(断面 30×45mm)を釘着し，それに厚板(断面 30×105mm)を CN50 釘 6 本で接合したも

のである。したがって，柱の溝加工や厚板を柱の間に落とし込む作業は必要ない。なお，上下方

向の厚板どうしは接合しなかった。 
まぐさ及び窓台(断面 120×120mm)を組み合わせた試験体も作製したが，これらの部材にはほぞ

加工を施し引き寄せボルトで柱と接合した。また，比較のためフレームの一部に構造用合板(厚さ

9mm)を釘着した試験体と筋交い試験体も作製した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２－６－１ スギ厚板張り真壁の面内せん断試験 

 ※田中 洋，椎葉 淳

図 1 試験体一覧 

No.1 厚板 No.2 まぐさ+窓台 No.3 厚板+まぐさ No.4 厚板+まぐさ

(地窓) 

No.5 厚板+まぐさ+

窓台 

No.6 厚板(全面)+ 

まぐさ 

No.7 厚板+ 

構造用合板 

No.8 筋交い No.9 厚板+まぐさ 

(1 間) 

No.10 厚板+まぐさ+

窓台(1 間) 
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これらの試験体について，柱脚固

定式の面内せん断試験を行った((財)
日本住宅・木材技術センター「木造

軸組工法住宅の許容応力度設計」第

6 章を参照)。加力方法は，特定変形

角時の正負交番 3 回繰り返し加力と

し，最大荷重に達した後最大荷重の

80%の荷重に低下するか，変形角が

1/15rad に達した時点で試験を終了

した。変位測定は，桁及び土台の水

平方向変位並びに柱の鉛直方向変位

をそれぞれ測定した。試験体数は各

条件 1 体ずつとした。 
               

３ 結果と考察 

図 2 に試験の状況を，表 1 に試験

結果の概要を示す。本試験で作製し

たスギ厚板張り真壁各試験体は，荷

重の増加に伴い上下方向の厚板どう

しにズレが生じた。その結果，合板

貼り試験体や筋交い試験体に比べて

剛性，耐力ともかなり低い値を示し

た。 
図 3 に幅 3 尺の試験体について真

のせん断変形角が 1/150rad 時の耐力

を比較した結果を示す。厚板とまぐ

さ及び窓台を組み合わせた場合に耐

力が増加する傾向は認められたが，

厚板のみあるいはまぐさ及び窓台の

みの場合との差は約1kNでありそれ

ほど大きくはなかった。 
図 4 に荷重変形曲線の一例を示す。

変形角が 1/15rad に達した時点では，

筋交いや構造用合板が面外方向に座

屈して破壊したのに対し，厚板張り

真壁試験体では明確な破壊は確認さ

れず変形性能に優れていることが確

認された。 
※本研究は，みやざきスギ伝統工法

家づくりの会と共同で実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5

厚板 まぐさ+窓台 厚板+まぐさ
厚板+まぐさ

(地窓)
厚板+まぐさ

+窓台

最大耐力(kN) 6.23 3.96 4.49 7.34 6.89

初期剛性(kN/rad) 161 195 168 134 241

1/120rad時耐力(kN) 1.96 1.91 1.86 1.85 2.70

降伏耐力(kN) 2.85 2.20 2.29 3.54 3.45

Pu×0.2÷Ds(kN) 1.79 1.75 1.63 1.71 2.43

No.6 No.7 No.8 No.9 No.10
厚板(全面)

+まぐさ
厚板

+構造用合板
筋交い

厚板
+まぐさ(1間)

厚板+まぐさ
+窓台(1間)

最大耐力(kN) 8.17 12.8 14.0 6.49 13.3

初期剛性(kN/rad) 228 495 894 185 379

P-1/120rad(kN) 2.71 5.24 7.55 1.83 4.32

降伏耐力(kN) 3.69 7.25 7.70 3.35 6.39

Pu×0.2÷Ds 2.49 4.99 5.15 2.02 4.15

※ P-1/120rad：みかけのせん断変形角が1/120rad時の耐力

※ Pu：終局耐力，Ds：構造特性係数

試験体

試験体

表 1 試験結果の概要 

図 4 荷重-変形角曲線の一例 

図 3 真のせん断変形角 1/150 時の耐力 
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図 2 試験状況 

試験中の様子 厚板のズレ 
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２－７  科研費  

 

２－７－１     大径材から得られたスギ側面定規挽き製材の力学的性能 

― 短柱縦圧縮強さなど― 

 

 ※荒武志朗、椎葉淳、森田秀樹 

株式会社もくみ     佐藤庫司 
 

1. はじめに 

戦後、住宅用柱材の早期大量供給を目的に拡大造林されたスギの成長は著しく、市場に供給される丸太は、九

州地方を中心に急速な大径化への道を歩んでいる。中でも、気候の温暖な宮崎県における大径化の速度は極めて

著しく、末口径30cm以上の丸太(大径材)が占める割合はこの10年間で2倍以上にも増加している。今後の長伐

期施業移行への見通しを考慮すれば、その勢いに拍車がかかるのは確実な情勢であり、あらゆる視点からスギ大

径材の利用推進に向けた具体的な対策に取り組んでいく必要があろう。このような中で製材現場に目を向けると、

大径化による新たな変化として1番玉から2体の製材を得ることが出来るようになった。この場合、当然のこと

ながら得られる製材は心去り材となるが、この材を心持ち材と同様に中心定規挽き(丸太の中心軸に対して平行

に挽く製材方法)により製材すると、著しい目切れを生じるばかりでなく、その位置によっては樹幹内半径方向

の材質変動1)による強度性能低下の原因となる恐れもある。それに加えて、“心去り材は心持ち材よりも弱い”

と言う関連企業(工務店など)の意識も未だに根強く、現状では1番玉心去り材の普及はかなり厳しいと言わざる

をえない。これに関し、著者の一人 2)は、ラミナを対象とした例ではあるが、側面定規挽き(丸太の側面に対し

て平行に挽く製材方法)された材は中心定規挽きされた材よりもヤング係数が高いことや、その傾向が1番玉で

顕著なことなどを明らかにしている。そこで本研究では、大径材の1番玉から得られる心去りのスギ柱材や梁桁

材の力学的性能についても、ラミナ同様に側面定規挽きによる力学的性能の向上効果が期待できるかどうかにつ

いて検討した。なお、ここでは柱材(正角材)の縦圧縮性能を中心に報告する。 

2. 実験方法 

実験には、宮崎県西臼杵郡日之影町分城産スギ丸太 5 本(末口径 31.0～35.5cm、元口径 41.9～46.7cm、長さ

820cm)供試した。先ずこれらの丸太の密度、縦振動ヤング係数(以下、Et)、平均年輪幅(以下、ARW)、及び細り

率を測定、2等分割した後、図1に示すように、1番玉については側面定規挽きにより丸太の側面に近い部分か

ら心去り材(以下、1番玉心去り材)を製材し、2番玉については中心定規挽きに 

より心持ち材(以下、2番玉心持ち材)を製材した(それぞれ10本、5本)。なお、 

この時点での寸法は､10.5cm×10.5cm×410cmである。製材後は、90～120℃(DBT 

)、60～95℃(WBT)、約10日間の条件による人工乾燥処理を施し、寸法、密度、 

及びEtを測定した。その後、各製材から長さ63cmの短柱縦圧縮試験体を6体ず 

つ採取し(15×6 = 90体)、ARW、最大節径、内部割れ長さ、及び全乾法含水率 

(※隣接する試験体との間から得た試験片による)を測定した後、短柱縦圧縮試 

験に供試した。 

 短柱縦圧縮試験には､最大容量2000KNの油圧式圧縮試験機を用い､最大荷重 

に達するまでの時間が1分以上となるように加力した。この場合､変位は相対 

する2材面の中央付近(標点距離165mm) に設置されたひずみゲージ式変換器 

(50mm)を用いて測定した。これらの測定値をもとに､「構造用木材の強度試験 

法」3)に準じて 縦圧縮ヤング係数と縦圧縮強さを算出した。            

3. 結果と考察                                             図１ 試験体の木取り位置 

3.1 丸太と製材の縦振動ヤング係数(Et)  
供試丸太と製材の材質をそれぞれ表1と表2に示す。これらのうちEtを見ると、丸太では2番玉の方が1番玉

よりも19.6％高くなっているが（危険率5％で有意差あり)、製材では、逆に1番玉(心去り材)の方が2番玉(心

2番玉

1番玉

心持ち材

(中心定規挽き)

心去り材

(側面定規挽き)
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持ち材)よりも高くなっている。これら

は、未成熟部と成熟部の境界が樹幹上部

で髄に近づく 1)ことや、力学的性質が髄

からの年輪数に伴い増大する 1)ことなど

から概ね推測できる。すなわち、前者の

考えに従えば、丸太の時点では、2 番玉

よりも1番玉の方が未成熟材を多く含む

ため、そのEtの値は相対的に低くなる。

しかし、後者の考えを考慮すれば、製材

の時点では、1 番玉心去り材は丸太の側

面に近い成熟材を多く含むことになり、

未成熟材を多く含む2番玉心持ち材より

も力学的性能の面から有利となる。さら

に、側面挽きによる目切れ低減効果 2)も

有利に働いて、表 1、2 に示すように、

丸太と製材では逆の結果を示したのであろう。 

3.2 縦圧縮性能 

 表 3 に縦圧縮試験結果を示す。ここで、本実験では含水率

のバラツキが非常に大きいことや(表 2 参照)、既往の報告 4)

から縦圧縮強さに対する含水率の影響が著しい(生材から気

乾状態までの含水率減少で 57％上昇)ことなど考慮し、

ASTMD2915-84による含水率15％換算値を表示している。同表

を見ると、縦圧縮ヤング係数(Ec)については、1番玉心去り材の方

が2番玉心持ち材よりも13.6％高い値を示しており（危険率1％で

有意差あり)、縦圧縮強さ(Fc)についても、僅かながら1番玉心去

り材の方が2番玉心持ち材よりも高い値を示している。また、これ

らは前節で考察した製材のEtにおける両者の比較と概ね一致して

いる。 

以上の結果から、1番玉から得られた心去り材であっても側面定

規挽き材とすることにより、2番玉から得られた心持ち材と概ね同

程度以上の縦圧縮性能を示すと考えてよい。 

3.3 内部割れ 

 本実験における 1 番玉心去り材の内部割れ長さ((縦圧縮試験体

両木口面の最大値の平均)は8.68mmで、2番玉心持ち材の同長さ(38.4 mm)の4分の1にも満たなかった。また、

図2に示すように1番玉心去り材における内部割れ長さと含水率の関係は2番玉心持ち材ほどには明確ではなく、

繊維飽和点以下の領域も含めて全く内部割れのない材が多く存在している(心持ち材の 3.45％に対して心去り

材では 75.0％)｡これらは、両者の木取りによる年輪構成と乾燥による収縮異方性の差異がもたらした結果であ

ろう。一方、図には示していないが、内部割れ長さと縦圧縮強さや縦圧縮ヤング係数の関係は明確ではなかった。 

4. おわりに 

今回の実験では、側面定規挽き製材によって得られた1番玉心去り材の縦圧縮性能が2番玉心持ち材と同等以

上であることや、同材の高温乾燥による内部割れが比較的生じにくいことなどが明らかになった。今後は、曲げ

性能、接合性能、乾燥による変形などについても検討を加える予定である。   

5. 文献 

1)中谷浩: 富山県林業技術センター研究報告, 1, 25-33, 1988, 2)森田秀樹ほか 3 名: 木材工業, 

62(5),213-216(2007), 3)(財)日本住宅･木材技術センター: 構造用木材の強度試験法, 7-8, 2000, 4)田中洋, 荒

武志朗: 第11回日本木材学会九州支部大会講演集,福岡,2004,pp.47-48.  

※ Ecは縦圧縮ヤング係数、Fcは縦圧縮強さ
　　何れもASTMD2915-84による換算値

種別 1番玉 2番玉 1番玉 2番玉
 (n= 60)  (n= 30)  (n= 60)  (n= 30)

平均値 7.67 6.75 31.4 29.8
最大値 10.4 8.05 38.8 37.6
最小値 4.87 5.76 21.4 21.4
変動係数 14.4 8.58 10.0 16.1

Ec (kN/mm
2
) Fc (N/mm

2
)

表3　縦圧縮試験結果
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r = 0.865**

y  = -0.668x  + 31.1

r = 0.469
**

0

20

40

60

80

100

0 20 40 60 80

含水率 (％)

内
部

割
れ

長
さ

 (
m

m
)

2番玉心持ち材

1番玉心去り材

図2　内部割れ長さと含水率の関係
※心持ち材: n= 29、心去り材: n=56

1番玉 2番玉 1番玉 2番玉 1番玉 2番玉 1番玉 2番玉
 (n= 10)  (n= 5)  (n= 10)  (n= 5)  (n= 60)  (n= 30)  (n= 60)  (n= 30)

平均値 0.379 0.383 7.29 6.87 4.05 5.13 33.9 20.6
最大値 0.399 0.411 8.34 7.06 5.28 6.42 69.0 37.2
最小値 0.335 0.366 6.64 6.53 2.20 4.11 7.34 6.52
標準偏差 0.019 0.018 0.54 0.21 0.71 0.55 13.3 8.65

種別
Et (kN/mm2) ARW (mm) 含水率 (％)r15(g/cm3)

※r15は密度の含水率15％換算値、含水率は全乾法による値、
   1番玉は側面定規挽き心去り材、2番玉は中心定規挽き心持ち材

1番玉 2番玉 1番玉 2番玉 1番玉 2番玉 1番玉 2番玉
 (n= 5)  (n= 5)  (n= 5)  (n= 5)  (n= 5)  (n= 5)  (n= 5)  (n= 5)

平均値 0.776 0.767 6.75 8.07 4.39 4.13 0.0197 0.0089
最大値 0.844 0.833 7.70 9.62 5.52 5.04 0.0248 0.0133
最小値 0.729 0.718 5.88 7.28 3.96 3.70 0.0171 0.0060
標準偏差 0.043 0.045 0.59 0.87 0.59 0.51 0.0027 0.0025

種別
Et (kN/mm2)密度(g/cm3) ARW (mm) 細り率

※ Etは縦振動ヤング係数、ARWは平均年輪幅、
　 細り率は(元口径－末口径)/長さ

表1　丸太の材質

表2　製材の材質
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２－７－２    大径材から得られたスギ側面定規挽き製材の曲げ性能 
 

※椎葉淳、荒武志朗、森田秀樹 

                                     ㈱もくみ 佐藤庫司、萩原由香 

 

研究概要 

宮崎県産スギ大径材及びそれから得られる平角について，材料特性を把握するとともに曲げ性能を調べた。

丸太の縦振動ヤング係数(Et)は，１番玉は２番玉に比べて約19%低かったが，1番玉から側面定規挽きにより製

材された心去り材と 2 番玉から中心定規挽きにより製材された心持ち材とでは，曲げ強さ(MOR)は 2%程度の

違いであり，有意差もなかった。丸太の Etと製材後の Etの関係をみると，心持ち材（2 番玉）では約 2%しか

増加しなかったのに対し，心去り材（1番玉）では約25%増加した。これらのことから，側面定規挽きは平角

の強度性能を向上させる有効な製材方法であることが明らかになった。 
1.緒言 

宮崎県のスギ素材生産量は全国一であるが，その集荷実績を径級別に見てみると，24㎝以上の占める割合は

20年間で約4倍にも達しており，温暖多雨な気候により大径化が急速に進んでいることが伺える。一方，在来

工法における部材別の木材使用量を見ると，梁・桁などの横架材については 1 割にも満たない状況である 1)。

したがって，今後スギ材の需要拡大を進めていくに当たっては，この横架材の使用割合を上げていくことが極

めて重要である。スギ構造材については，関連業界では心持ち材が心去り材より強いとされる場合が多く，価

格面でも差があるのが現状であるが，大径化が進む中，歩留まりを考えれば1番玉からは心去りの2本取りが

望ましい。ところが，現在の標準的な製材方法である中心定規挽きによる方法では，目切れによる強度低下や

乾燥後の変形などが懸念される。これに対し，筆者の 1 人は 2)ラミナの木取りを対象とした例で，側面定規挽

きで製材することにより目切れが少なくなり，その結果強度低下が抑えられることを明らかにした。そこで本

研究では，宮崎県産スギ大径材及びそれから得られる平角について，材質特性を把握するとともに，側面定規

挽きによる1番玉（心去り材）と，中心定規挽きによる2番玉（心持ち材）を供試して強度実験を行い，その

曲げ性能を比較した。 
2.実験方法 

実験には，宮崎県西臼杵郡日之影町分城産スギ丸太の1番玉と2番玉（元

口径33.3～50.0㎝，末口径28.8～39.0㎝，材長約430㎝），各24本，合計

48本を供した。林齢は約40年である。まず，丸太の元口径，末口径，長さ，

重量，元口年輪数，末口年輪数，及び縦振動法による一次固有振動数(F1)を
測定し，その後，密度(ρg)，Et，平均年輪幅(ARW)，及び細り率(Tr)を算出した。

丸太の材質測定後，図 1 に示すように，1 番玉については側面定規挽きによ

り心去り材を2 本，2 番玉については中心定規挽きにより心持ち材を 1 本，

合計72本製材し，人工乾燥（温湿度条件は90～120℃(DBT)，60～95℃(WBT)，
乾燥日数10日）を施した後，プレーナーにより幅105㎜，高さ210㎜の断

面寸法に仕上げた。その後，各部寸法，重量等を測定し，曲げ試験に供した。

試験は実大曲げ試験機（東京衡機製造所製1000kN実大強度試験機）を用い，

(財)日本住宅・木材技術センターの「構造用木材の強度試験法」に示された

試験方法（3等分4点荷重方式）に従い実施した 3)。 
3.結果と考察 

3.1 丸太及び平角の材質 

供試丸太の末口径，ρg，Tr，ARW，及びEtを表1に示す。 Et

をみると，1番玉は2番玉に比べて平均値で約19%低い値を示

しており，両者の間には危険率 5%で有意差が得られた。また

Trをみると，1 番玉が 2 番玉の 2 倍以上にもなっており，同様

に両者の間には危険率 5%で有意差が得られた。次に，平角の

密度(ρk)，Et，MOR 及び MOE を，心去り材（1 番玉），心持ち

材（2 番玉）別に表 2 に示す。心持ち材については，MOE が

Etよりも僅かに高い結果となった。これは，これまで同様の実

験に供試されてきた材料の多くが正角であることから，材縁部

心持ち材

心去り材

1番玉

2番玉

（側面定規挽き）

（中心定規挽き）

図1　試験体の木取り位置

ρk 含水率 Ｅｔ MOE MOR
(g/㎝3) (%) (kN/mm2) (kN/mm2) (N/mm2)

心去り材 0.391 17.3 7.41 7.05 33.8
心持ち材 0.407 18.8 7.53 7.59 34.6
合計 0.396 17.8 7.45 7.05 33.8

種別

表2　平角の材質

末口径 ρg Tr ARW Ｅｔ
(mm) (g/㎝3) (mm) (kN/mm2)

1番玉 36.1 0.731 0.023 4.52 5.93
2番玉 31.4 0.743 0.011 4.13 7.33
合計 33.8 0.737 0.017 4.32 6.63

種別

表1　丸太の材質
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が主としてヤング係数の低い未成熟材となるのに対し，今回

は梁せいが大きく，主として材縁部がヤング係数の高い成熟

材となるため，MOEの値が高くなったのではないかと推察さ

れる。心持ち材と心去り材の比較では，心持ち材のMOE は
心去り材のそれよりも8%程度高かったが，MORやEtにおけ

るその差は僅か2%程度にとどまった。 
3.2 平角のMORとMOEの関係 

MOR とMOEとの関係を図2に示す。同図をみると，心持

ち材，心去り材ともに危険率 1%で正の相関が得られている

が，両者に明確な傾向の違いは認められない。また，普通構

造材の基準強度である 22.2N/mm2 と比較すると，心去り材

の1体のみが21.9 N/mm2で僅かに下回った。これらの結果

や前節の結果から，1 番玉から採取された心去り材であって

も，2番玉から採取された心持ち材と強度的に大きな違いはなく，おおむね同等とみなすことができる。 
3.3 丸太Et，Trと平角の各因子との関係 

 丸太時点でのEtと，製材，

乾燥後の平角の Et 及び

MOEの関係を図3に示す。

同図をみると，心持ち材の

Etは 2%，MOE は 3%程度

丸太のEtよりも高く，回帰

直線の傾きが1に近い。こ

れに対し，心去り材では，

それぞれ25%，19%とさら

にその差は大きくなってい

る。次に，丸太のTrと，製

材後の平角の MOR 及び

MOEの関係を図4に示す。

これらのうち MOE との関

係をみると，心去り材では相

関は得られていないが，心持

ち材では危険率 5%で負の相

関が得られている。MORとの

関係をみると，心去り材では

MOE と同様に相関は得られ

ていないものの，心持ち材で

は危険率 1%で負の相関が得

られており，その違いはより

顕著に現れた。これらのこと

から，今回のように心去り材

を2本取りできるような大径丸太については，これを側面定規挽きすることにより，平角の材軸方向と繊維方

向のなす角度を小さくすることができ，かつ強度の高い辺材部分の損失を抑えることができるため，元の丸太

の持っている性能を最大限発揮することができると言える。その結果，製材方法によって目切れの影響を除去

することができない 2 番玉心持ち材と同等の強度性能を得られることが分かった。最後に，本研究の一部は，

（社）全国木材組合連合会平成 21 年度地域材の水平連携加工システム推進事業，並びに日本学術振興会科学

技術研究費補助金（基盤研究(C)，課題番号：22580191）によって実施した。 
 

【参考文献】1) 林野庁：“木材産業の体制整備及び国産材の利用拡大に向けた基本方針”2008, p.3，2) 森田秀樹, 小田久人, 藤元嘉

安, 有馬孝禮, 村瀬安英：第13回日本木材学会九州支部大会講演集, 熊本, 2006, pp.33-34，3) (財)日本住宅・木材技術センター：

構造用木材の強度試験法，2000，pp.7-8． 

●:1番玉 （心去り材）
y  = 4.79x  + 0.05
r  = 0.732**

○:2番玉（心持ち材）
y  = 4.59x  - 0.29
r  = 0.745**
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図2　平角のMORとMOEの関係

●:1番玉（心去り材）
y  = 1.2474x
r  = 0.800**

○:2番玉（心持ち材）
y  = 1.0226x
r  = 0.700**
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●:1番玉（心去り材）
y  = 1.1878x
r  = 0.776**

○:2番玉（心持ち材）
y  = 1.0337x
r  = 0.813**
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図3　丸太のEtと平角のEt及びMOEの関係

●:1番玉（心去り材）

y  = 325.96x  + 26.3
r  = 0.194

○:2番玉（心持ち材）

y  = -1403.1x  + 49.8
r  = 0.562**
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●:1番玉（心去り材）

y  = -17.097x  + 7.44
r  = 0.066

○:2番玉（心持ち材）

y  = -193.79x  + 9.70
r  = 0.478*

0

2

4

6

8

10

12

0.000 0.010 0.020 0.030 0.040
丸太のTr

平
角
の
M
OE

 (k
N

/m
m

2 )

図4　丸太のTrと平角のMOR及びMOEの関係
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２－８ 受託共同研究事業  

 

２－８－１   スギに適した木ねじ（スギねじ）の開発－引抜試験結果－ 
 

※森田秀樹、白 惠琇、椎葉 淳、田中 洋 

皆内健二、藤元嘉安、飯村 豊 

元住木センター 大熊幹章 

㈱カナイ並木 高、並木龍一、濱野裕仁 

 
研究概要 

 市販の木ねじやビスは、外国産の比較的高い比重を有する材を前提としてねじ形状が決定され

ている。このような既存ねじを軽軟な国産スギに対して用いることは、比重の小さい分だけ接合

耐力が低下し、期待する耐力が得られないことにつながっている。そこで本研究では、軽軟スギ

に適した木ねじ(スギねじ)の開発を行うことを目的として、形状が異なる 4 タイプの試作スギね

じを板目材に打ち込んだ試験体の引き抜き性能評価を行った。その結果、ねじの谷径が大きく、

ねじ山の高さが小さい(山径と谷径の差が小さい)タイプの試作スギねじが最も高い引き抜き耐力

を示した。 
 
【緒言】 

 市販の木ねじやビスは、例えばロシアカラマツやラジアタパインなどの外国産の比較的高い比

重を有する材を前提としてねじ形状が決定されている。このような既存ねじを軽軟な国産スギに

対して用いることは、接合耐力が低下し、期待する耐力が得られないことにつながっている。そ

こで本研究では、軽軟スギに適した木ねじ(スギねじ)の開発を行うことを目的として、形状が異

なる 4 タイプの試作スギねじを板目材に打ち込み、引き抜き試験を行うことでその性能評価を行

った。 
 
【実験方法】 

 スギ板目材(幅 100mm、厚さ 20mm、長さ 500mm)を長さ方向に 4 分割したものを主材とし、そ

の中央部に表 1 に示す 4 タイプのスギねじを打ち込んだ。打ち込みの際には電動インパクトドラ

イバを使用し、また主材に対して直角に打ち込むようにガイドを用いた。引き抜き試験風景を図

1 に示す。用いた主材は、密度が平均値 398kg/m3(最小 342～最大 487)、年輪数が平均値 7(最小 3
～最大 9)、含水率が平均値 10.0％(最小 9.1～最大 11.6)であった。 
 引き抜き試験は、主材を治具にセットした後、スギねじの頭部を治具を介して引っ張ることで

加力した。なお、クロスヘッド変位を引き抜き変位とし、加力速度は毎分 2mm として、最大荷重

を示した後、その 80%程度に低下した時点で試験を終了した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 引き抜き試験風景 

① ② ③ ④
山径 D 7.0 7.0 5.7 7.0
谷径 d 4.4 4.4 4.4 5.7
ピッチp 2.3 3.0 2.3 2.3

スギねじ

表１ 試作スギねじの仕様 
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【結果および考察】 

 4 タイプの試作スギねじを用いた引き抜き試験の代表的な荷重変形曲線を図 2 に示し、最大引

き抜き耐力の結果を表 2 に示す。最大引き抜き耐力の平均値はスギねじ④＞①＞②＞③の結果と

なり、ねじの谷径が大きく、ねじ山の高さが小さい(山径と谷径の差が小さい)の試作スギねじ④

が最も高い値を示した。最大引き抜き耐力の母平均の差の検定を行った結果を表 3 に示す。スギ

ねじ④はどのタイプのスギねじに対しても危険率 1％あるいは 5％で有意差が認められた。なお、

各スギねじ間の初期剛性の違いはほとんど認められなかった。 
ここで、各因子の影響を統計的検定により検討した結果を表 4 に示す。谷径が大きいほど有利

であること(スギねじ③⇔スギねじ④)、同じ谷径およびピッチの場合にはねじ山が高いほど有利

であること(スギねじ①⇔スギねじ③)が明らかになった。 
以上のことから、谷径が大きいねじほど軽軟スギに適しており、ねじ山の高さの影響は比較的

小さいものの、同じ谷径であればねじ山が高いほど引き抜きに対して有利であることが明らかに

なった。ただし、スギねじ④を主材に打ち込む際に、主材が割裂する試験体が見られたため、今

後複数のスギねじを開発した上で、打ち込む材料に合わせて最適なスギねじを選択するといった

検討が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 引き抜き試験による荷重変形曲線例 

0 

1 

2 

3 

0 1 2 3 

荷
重

(k
N
)

変形量（ｍｍ）

スギねじ① スギねじ②

スギねじ③ スギねじ④

表２ 最大引き抜き耐力の結果 

スギねじ① スギねじ② スギねじ③ スギねじ④

平均値 2.5 2.4 2.3 2.7
最大値 3.0 3.2 3.3 3.3
最小値 1.9 1.7 1.8 2.1

標準偏差 0.33 0.38 0.34 0.37
変動係数％ 13.0 15.7 14.6 13.7
試験体数 40 40 40 40
5%下限値 1.9 1.7 1.7 2.0

最大引き抜き耐力 (kN)

表３ 最大引き抜き耐力の母平均の

差の検定結果 

① ② ③ ④

① － なし * *

② － － なし **

③ － － － **

④ － － － －

** ：危険率1％で有意差あり
* ：危険率5％で有意差あり

なし ：有意差なし

スギねじ

表４ 各因子の影響（太枠は統計的有意差が認

められたスギねじの仕様） 

③ ④ ① ③

山径 D 5.7 7.0 山径 D 7.0 5.7
谷径 d 4.4 5.7 谷径 d 4.4 4.4

(ねじ山の高さ) (1.3) (1.3) (ねじ山の高さ) (2.6) (1.3)
ピッチp 2.3 2.3 ピッチp 2.3 2.3

① ④ ① ②

山径 D 7.0 7.0 山径 D 7.0 7.0
谷径 d 4.4 5.7 谷径 d 4.4 4.4

(ねじ山の高さ) (2.6) (1.3) (ねじ山の高さ) (2.6) (2.6)
ピッチp 2.3 2.3 ピッチp 2.3 3.0

谷径の影響 ねじ山の影響

谷径＋ねじ山の影響 ピッチの影響

スギねじスギねじ

スギねじ スギねじ

-49-



２－９　 口　頭　発　表　（ 学　会 ）

２－９　口頭発表（学会）

開催年月 学会名 場　所 氏　名 題　　名 要旨集

2010.06.20-24
11th World Conference on Timber
Engineering

イタリア
○Shiro Aratake・ Hideki
Morita・ Takanori Arima

Bending creep of glulam using sugi laminae with
extremely low Young's modulus for inner layers

○

2010.06.20-24
11th World Conference on Timber
Engineering

イタリア
○Akihiro Matsumoto・ Hisato
Oda・Takanori Arima・Noboru
Fujimoto

Effect of using a hot-press to suppress surface
checks in sugi boxed heart square timbers during
drying process

○

2010.08.23-28
XXIII IUFRO World Congress
(Seoul)

韓　国 Takeshi Akaki
Development of hydroxyapatite -wood composites
by reusing of wood ashes

2010.08.30-31 第17回日本木材学会九州支部大会 福岡県 藤元嘉安
5年間屋外暴露された木質パネルの基礎物性変化－
パネル厚さおよび密度変化との関係－

○

2010.08.30-31 第17回日本木材学会九州支部大会 福岡県
○松元明弘・小田久人 ・ 有馬
孝禮・藤本登留

ホットプレスを用いたスギ心持ち柱材の表面割れ抑制
処理(第2報)

○

2010.08.30-31 第17回日本木材学会九州支部大会 福岡県 ○田中洋・荒武志朗・椎葉淳 宮崎県産スギ製材の縦引張り性能 ○

2010.09.9-11 2010年度日本建築学会大会(北陸) 富山県 有馬孝禮
地球温暖化防止における森林成長と伐採木材のC表
示

○

2010.09.9-11 2010年度日本建築学会大会(北陸) 富山県 ○荒武志朗・椎葉淳・森田秀樹
曲がりを有するスギ丸太から得られた平角材の力学
的性能その1　曲げ強さなど

○

2010.10.1-4 第5回日中韓三ヵ国セミナー 韓　国 Yoshiyasu Fujimoto
Nondestructive Evaluation of Joint Stiffness for T-
figured Joint Model by Vibration Test

○

2010.10.1-4 第5回日中韓三ヵ国セミナー 韓　国
○Shiro ARATAKE・Hideki
MORITA・ Takanori ARIMA

Bending Creep of Glulam using Sugi Laminae with
Extremely Low Young's Modulus for Inner Layers

○

2010.10.1-4 第5回日中韓三ヵ国セミナー 韓　国
○Hiroshi TANAKA ・ Shiro
ARATAKE

In-Grade Tests for Sugi(Japanese　Cedar) Sawn
Timber -Influence of Moisture Content on Strength
Properties-

○

2010.10.7-8
（社）日本木材加工技術協会第28回
年次大会

奈良県 藤元嘉安 屋外暴露された木質パネルの暑さ方向密度分布変化 ○

2010.10.7-8
（社）日本木材加工技術協会第28回
年次大会

奈良県
○荒武志朗・椎葉淳・森田秀
樹・佐藤庫司・萩原由香

大径材から得られたスギ側面定規挽き製材の力学的
性能-短柱縦圧縮強さなど-

○

2010.12.20 第20回日本MRS学術シンポジウム 神奈川県
○Shiro Aratake・Atsshi Siiba・
Hideki Mirita

Mechanical Properties of Real-Size Beams Sawn Up
from Sugi Curved Logs (Part 1 Bending Properties
and so on)

○

2011.02.16 第44回林業技術シンポジウム 東京都 小田久人
新しい木材乾燥システムによる低コスト化と有用成分
の回収

○

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府
○有馬孝禮・上杉基・岩崎新
二・荒武志朗

外構木材の劣化井非破壊検査への打撃音分析 ○

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府
○荒武志朗・椎葉淳・森田秀
樹・佐藤庫司

曲がりを有するスギ丸太から得られた平角材の力学
的性能－変形、曲げ強さ、及び曲げクリープについて
－

○

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府 ○大内毅・宇野朱理・藤元嘉安 スギ圧縮ダボを用いた木製平パレットの製造（Ⅱ） ○

注１ ○は要旨集に掲載  

注２ 共同研究者の所属は省略しています。
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２－１０　ポ ス タ ー 展 示 （学 会 等）

２－１０　ポスター展示（学会等）

発行年月 学会名 場　所 氏　名 題　　名

2010.06.20-24
11th World Conference on Timber
Engineering

イタリア Takanori ARIMA
WOODEN CONSTRUCTION AS
"URBANFORESTRESERVES"

2010.08.23-28 XXIII IUFRO World Congress (Seoul) 韓　国

○Yoshiyasu FUJIMOTO・
Noboru SEKINO,・Hideaki
KORAI・ Hidetaka NOGAMI・
Kazuo OHASHI

Nail Joint Performance of Several Wood-based Panels
during Five-year Outdoor Exposure

2010.08.23-28 XXIII IUFRO World Congress (Seoul) 韓　国
○Takeshi Ohuchi・
Yoshiyasu FUJIMOTO

Manufacture of compressed dowels using sugi wood by
hot-extrusin processing method

2010.08.23-28 XXIII IUFRO World Congress (Seoul) 韓　国
○Hideki MORITA・Shiro
ARATAKE

Development of Laminated Wood for Sill Plates using
Japanese Cedar (sugi).

2010.08.30-31 第17回日本木材学会九州支部大会 福岡県 ○大内毅・藤元嘉安
 圧密処理法の違いがスギ圧密・回復材のせん断性能に及
ぼす影響

2010.11.4-5 2010色材協会研究発表会 東京都  岩崎新二
土木用スギ材の耐久性評価試験－木材保護塗料の３角度
別耐候性－

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府
○藤元嘉安・森田秀樹・矯健・
皆内健二・飯村豊・田中洋・椎
葉淳・白惠琇・趙川・岡野健

インフィル用スギ間仕切パネルの強度性能

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府 ○小田久・、松元明弘
高温乾燥したスギ心持ち柱材の寸法変化　－１年経過後の
様子－

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府  岩崎新二
土木用スギ材の耐久性評価試験－５年経過後の地際部の
腐朽度－

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府

○森田秀樹・白惠琇・椎葉淳・
田中洋・皆内健二・藤元嘉安・
飯村豊・大熊幹章・並木高・並
木龍一・濱野裕仁

スギに適した木ねじ（スギねじ）の開発－引き抜き試験結
果ー

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府
○松元明弘・小田久人・有馬
孝禮・藤本登留

ホットプレスを用いたスギ心持ち柱材の表面割れ抑制処理
（第3報）

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府 ○田中洋・椎葉淳 斜め打ちビスのせん断試験

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府
○椎葉淳・荒武志朗・森田秀
樹・佐藤庫司・萩原由香

大径材から得られたスギ側面定規挽き製材の曲げ性能

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府
永石達也○小林義裕・雉子谷
佳男・森田秀樹・藤元嘉安

スギ未成熟材部のめり込み性能

2011.03.18-20 第61回日本木材学会大会 京都府
○戸田正彦・小関野登・野上
英孝・藤元嘉安

各種市販木質パネルの釘接合性能（第１０報）－一面せん
断試験結果を用いた壁倍率の推定－

注  共同研究者の所属は省略しています。
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発行年月 書籍名 氏　　名 題　　名

2011年1月 木の家リフォームを勉強する本 有馬孝禮 日本の山と木の家リフォーム

2010年9月 木材学会誌　56巻　5号
中村昇・荒武志朗・飯島泰男・
堀江和美

荷重継続時間の影響に関する試験法の提案と影響係数の算
出

2010年8月 Journal of Timber Engineering　№96 森田秀樹・荒武志朗 オビスギ心持ち材を用いた土台用積層材の開発

2010年10月 Journal of Timber Engineering　№97 飯村豊 木と船-Hull（船殻）を造る材料と技術-

2010年12月 Journal of Timber Engineering　№98 有馬孝禮 我が山いじり体験記　-山と各地を行き来すると

2011年3月 Journal of Timber Engineering　№100 有馬孝禮 持続性と歴史の重み

2011年3月 Journal of Timber Engineering　№100 飯村豊 90年生スギの利用

2011年3月 Journal of Timber Engineering　№100 荒武志朗 さらなる連携強化を目指して

2011年3月 Journal of Timber Engineering　№100 藤元嘉安 国産材復活を願って

2010年10月
木質パネル第2次耐久性プロジェクト中間報
告書（その7）-屋外暴露6年目のデータ解析-

藤元嘉安・森田秀樹・松元明弘 露地”都城”における基礎物性の劣化

2010年10月
木質パネル第2次耐久性プロジェクト中間報
告書（その7）-屋外暴露7年目のデータ解析-

藤元嘉安・森田秀樹・松元明弘 露地”都城”における釘接合性能の劣化

2011年3月
住宅分野への地域材供給シェア拡大総合事
業報告書

小田久人
大断面無垢材の寸法変化率試験（心去り平角材の天然乾燥試
験）

2011年3月
地域材使用住宅の温熱環境試験による省エ
ネ効果の検証

小田久人 RC造共同住宅における内装木質化の効果

２－１１　誌上発表

２－１１　誌上発表

年 月
ネ効果の検証

小田久人 造共同住宅における内装木質化の効果

2010年6月 日本木材学会九州支部木科学情報 森田秀樹 宮崎大会研究発表動向

2010年11月
全国林業試験研究機関協議機会　会誌第44
号

増永保彦 設立10年目を迎えて

2010年11月
全国林業試験研究機関協議機会　会誌第44
号

椎葉淳
宮崎県産スギ集成材、高強度繊維補強モルタル及び鉄筋を用
いた複合桁の開発

2011年2月 最新データによる木材・木造住宅のQ＆A 荒武志朗 梁の大きさはどのように決めているのですか？

2011年2月 最新データによる木材・木造住宅のQ＆A 荒武志朗 木材の強さはどのように区分されているのですか？

2011年2月 最新データによる木材・木造住宅のQ＆A 荒武志朗 無等級材って何ですか？

2011年3月 木材の強度データおよび解説 荒武志朗 第５章　クリープ

2011年3月 公立林業試験研究機関研究成果選集No.8
森田秀樹・松元明弘・荒武志朗
藤元嘉安

スギとヒノキを用いた異樹種集成材の実用化

2010年6月 建築新技術レポート 有馬孝禮 住宅　Ⅲ-2　木質系住宅構造の評価・評定

2011年1月 木材工業新聞　2011新春特集 有馬孝禮 環境保全と資源持続性の駆動力としての木材利用

2010年10月 木材工業　vol.65　№10 松元明弘 WCTE2010（Riva del Garda,Italy）に参加して

2010年11月 木材工業　vol.65　№11 飯村豊 広がる土木資材の用途-スギ利用に向けて-

2010年12月 木材工業　vol.65　№12 小田久人・有馬孝禮 宮崎県内の製材工場におけるエネルギー消費量

2010年7月 しろあり　№154　7月号 藤本英人
シロアリはヒラヒラしたフィルムに蟻道を作らない-フィルム型シ
ロアリバリヤーの効果と限界-

注1 　学会等要旨集は除く
注２  共同研究者の所属は省略しています。
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発行年月 書籍名 氏　　名 題　　名

2010年9月 森林技術　№822　9月号 有馬孝禮 緑のキーワード　CLT（クロス・ラミネイテッド・ティンバー）

2011年3月 森林技術　№828　3月号 有馬孝禮 緑のキーワード　ツーバイフォー工法用の製材

2011年2月
平成22年度九州木材青壮年連合会宮崎大会
報告書

有馬孝禮
なぜ、いま木の建築なのか　-木造、木材利用の流れと国際化
の中で-

2011年2月 Rinya　№47　2月号 有馬孝禮 木のまち・木のいえリレーフォーラムの取組

2010年6月 林業みやざき　№513　4.5.6合併号 小田久人
「新たな木材乾燥システムによる低コスト化と有用成分の回収」
の主な研究成果

2010年8月 林業みやざき　№514　7.8合併号 藤元嘉安 スギ材の釘引き抜き性能

2010年10月 林業みやざき　№515　9.10合併号 皆内健二 スギを構造体に利用するためのシステム開発

2010年12月 林業みやざき　№516　11.12合併号 岩崎新二 スギ材の屋外水平暴露による耐候性評価

2011年1月 林業みやざき　1・2・3月号 荒武志朗
大径材から得られたスギ側面定規挽き製材の力学的性能-短
柱縦圧縮強さなど-

2010年6月
都城地区木材青壮年会会報誌原点回帰6月
号

有馬孝禮 問われる木材産業の粘り腰

注1 　学会等要旨集は除く
注２  共同研究者の所属は省略しています。

２－１１　誌上発表（つづき）
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３　指導業務

３－１　技術相談依頼及び指導

（１）　件　数

（２）依頼者内訳数

（森林組合等団体は企業に、大学等教育機関は行政機関に含む）
 　※5,482件中、企業（団体を含む）からの相談が約74％

（３）　主な相談及び指導内容

構法開発部

材料開発部

木材加工部

5,482

592

1,463

3,117

310

累　計H22

31

62

134

392 130 28

H17 H18 H19H14 H15H13 H20 H21

83 126 74 38 74 50 27

H16

37 52

218 224 189 183 141 133 120 88

48 46 34

229 355 378 353

105

287 328 276 387 390

227 668計

38

82

294

その他個人等 計

6 52材料開発部

34

行政機関

550

415

5,482

366 173

185 7 607

18 557

木材加工部

1

H21年計

390

457

9 105

40 42

552 589

・スギ圧密フローリングについて・クリープ試験について・スギツーバイフォー部材の
基準強度・スギの許容応力度・集成材の強度性能・木ねじ及び釘引き抜き強さ

・インフィル材の開発・内装木質化・二子柱を構架材へ利用した構法開発・木とコンク
リートによる複合構造材の開発・木造公共建築物の経済設計・スギ専用金物の開発

550 557 457530 745

40 27 33

607

14

8

年　度

企業・団体

材料開発部

木材加工部

構法開発部

企画管理課

380 63

442 88

14

26

10

7

86

115

22 552

H20年計

H19年計

H18年計

H17年計

589

構法開発部

H22年計

企画管理課

448

42

13～22年計 4,047 1,246 189

内　　　　容

・ｽｷﾞの人工乾燥・ｽｷﾞ乾燥凝縮液の口蹄疫に対する効能・無機質塗料について・スギの
天然乾燥・木質ペレットの発熱量・精油の使用法・フローリング材の長さ方向寸法変化

　県内外の木材加工業、住宅関連企業、建築設計事務所等を対象に、各研究部が行った技術相談、
指導及び依頼試験の実績は次のとおりである。

平
成
22
年
度
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３-２　依頼試験

（１）依頼試験実績
（単位：件.円）

※依頼試験10,460,750件中　県内　688件（67％）
         　               県外　338件（33％）
（２）試験内訳件数

（単位：件）

(県内、県外別の依頼試験)  
（単位：件.%）

13
2

14
14

短 柱 圧 縮 試 験

試験内容／年度

床 せ ん 断 試 験

壁 せ ん 断 試 験

累　計

1,026

10,460,750

引　張　 試　 験

39
9

14 15 16

接　着　 試　 験

含　水　率　試　験

乾燥試験（蒸気式）

収 縮 膨 張 試 験

長 柱 圧 縮 試 験

熱伝導率測定試験

小試験体強度試験

耐　候　性　試　験

吸音率測定 試 験

化学試験(可視紫外線試験)

動的ﾔﾝｸﾞ係数測定試験

摩　耗　 試　 験

家具耐久性 試 験

材質試験(低倍率）

材質試験(ｸﾞﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ)

材質試験(組織観察）

そ の 他 の 試 験

成 績 所 の 複 本

合　　　　計

22
12
6

6
125

1

17 18 19 20 21 22
1 4 10 2 8

7 6
10 36 26 1 8 13

1 4 9 9 8 7 14
6 7 820 23 14 2 18

5 3 1 1 1 8
2 4

1 7 8 7
28 14 23 2156 42 14 40

5 7 8 1 2 8
5 111 7 3 3

18 27 5 4 5 14 1 19
41 1

2 2 1 49 5 2
74 4 4

3
1
4 1 1 4

4 9 41 1
1 3 4 1

13 6 19 1

137

16
2

6

618,225 636,930 1,732,295

計
27
27
81
52

H16 H17 H18

79

13～15

437 50

H19

6

H21

61
19
3

H20

52 152

625,460金　　額

2

4,798,955 736,450 632,755 679,680

依頼件数

年　度 H22

60

3

実 大 振 動 試 験

曲　げ　 試　 験

52
5 5 2

50 79 60

県　外

109

16

111

30

115

41 41 19

53
42
99

52 34

15281 1,026

10
19
9

53

28
6

23
238

1

2
5

252

81

2 1 2

115

78県　内 130 40 31

141 171

H22

79 60 152115 52

54 10 7427

50

H21H16 H17 H18 H20

26

61 42

171

年　度 H15 H19

計

H13

125

H14

141 81

計

67

33

100

688

338

1,026
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３－３ 研究会等の開催

３－３－１ スギシンポジウム２０１０

宮崎県のスギ素材生産量は平成３年から連続して日本一で、わが国有数の国産材供給基地
として位置づけられている。特に、木材自給率５０％を目指した「森林・林業再生プラン」の
公表や「公共建築物等における木材の利用の推進に関する法律」の施行など、時代が木材利用
の多岐にわたる展開を期待している。

このような中、スギ材の利用が飛躍するための超えるべき課題と実践への連携のあり方につ
いて考えることを目的に開催した。

１ テ－マ 「木材・木造建築の近未来」 ～５年後を考える～

２ 開催日 平成２２年１０月２９日（金）

３ 場所 都城ロイヤルホテル 都城市北原町１１０６－４８

４ 参加者 約１３０人

５ プログラム
・基調講演

演題「都市の木造建築学」
講師：東京大学生産技術研究所・准教授 腰原 幹雄 氏

・パネルディスカッション
テーマ「新たなる展開・挑戦」
コーディネーター：宮崎県木材利用技術センター・所長 有馬 孝禮

・パネラー
演題「木造建築物の防火対策」

講師：桜設計集団一級建築士事務所・代表 安井 昇 氏
演題「欧州における木材利用CLTの紹介と住宅部品への展開の可能性」

講師：財団法人ベターリビングつくば建築試験研究センター
構造性能試験研究部・主席試験研究役 岡部 実 氏

演題「上（かみ）と下（しも）を結ぶ国産集成材」
講師：ウッドエナジー協同組合・代表理事 吉田 利生 氏

演題「木造・木質化推進の鍵」
講師：宮崎県木材利用技術センター・構法開発部副部長 皆内 健二

６ 現地見学会
平成２２年１０月３０日（土）

「宮崎やまんかん祭り」の見学（台風で祭りが延期されたため、予定地見学）
西都原考古博物館（内装に木材使用）ほかの見学

３－３－２ 都城地区木青会との勉強会

開 催 日 平成２２年８月１０日（火）

開 催 場 所 宮崎県木材利用技術センター 大会議室

事業テーマ 「木の街都城」について
講 師 宮崎県木材利用技術センター所長 有馬 孝禮

参 加 者 ３３名
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３－３－３ 研究成果報告会

試験研究内容や成果を広く関係企業や団体、行政などにＰＲするため、研究成果報告会を開
催した。

開 催 日 開 催 場 所 参加者

平成２２年１１月３０日（火） 宮崎県木材利用技術センタ－ 約６０人

関係部署 テ ー マ 発表者

材料開発部 スギ心去り柱材の人工乾燥 小田久人
-内部割れなく乾燥できるか-

土木用スギ材の耐久性評価試験 岩崎新二
無機素材の複合による木材の難焼化処理 赤木剛

-木質燃焼灰を原料に用いた処理剤の開発-

木材加工部 スギ圧縮ダボ接合を用いた木製平パレットの開発 藤元嘉安
-木材の特性を利用した新しい接合具の開発とその応用-

曲がりを有するスギ丸太から得られた平角材の強度性能 荒武志朗
-その1 曲げ強さなど-

日南地域産オビスギ黒心材の土台への適用 森田秀樹
-めり込み性能と含水率の関係-

ホットプレスを用いたスギ心持ち柱材の表面割れ抑制処理 松元明弘

構法開発部 軽軟スギを構造体に利用するためのシステム技術の開発 飯村豊
建築サイドからみた木材需要に関する一考察 皆内健二
木造軸組住宅接合部の強度試験 田中洋

-継ぎ手・仕口、金物接合の試験状況
宮崎県産スギ集成材、高強度繊維補強モルタル及び鉄筋を用い 椎葉淳
た複合桁の開発

３－３－４ 木工教室開催

親子で木材に親しむとともに、木材の良さを認識してもらうため、木工教室を開催した。

開催日 開催場所 参加者 木工教室内容 備 考

平成２２年 宮崎県木材利用 都城市内の小 ・地球環境と木材利用に 上長飯小学校保
７月３１日（土） 技術センター 学校の親子 ついて（DVD） 護者からの依頼

４８名 ・マガジンラックの製作

平成２２年 宮崎県木材利用 祝吉中学校 ・地球環境と木材利用 祝吉中学校の総
１０月4･5･7日 技術センター ２年生５６名 について（DVD） 合的な学習の時

・ベンチ・パズル製作 間「地域教育の
一環としての体
験学習」
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３－４　講　師　派　遣

３－４　講　師　派　遣

派遣職員 期　日 会議等の名称 内　　　容 依　頼　者

藤元　嘉安 2010.05.14 社会科見学 木材利用と地球環境 祝吉小学校

有馬　孝禮 2010.07.21 プレカットフォーラム２１
全国総会

「なぜ、今木の建築なのか」 住友林業(株)

藤元　嘉安 2010.07.31 夏休み木工教室
木材利用と地球環境保全・木
材加工法

上長飯小学校保護
者

飯村　　豊 2010.08.05 宮崎県林業構造改善協議会
研修会

中国・韓国への輸出の取り組
み方について

宮崎県林業構造改
善協議会

荒武　志朗 2010.09.1 「みやざきスギ」セミナー 宮崎県産スギの構造的特性
宮崎県みやざきス
ギ活用推進室

藤元　嘉安 2010.09.13-14 宮崎大学工学部大学院集中
講義

物質環境特別講義（木材とそ
の利用）

宮崎大学

有馬　孝禮 2010.09.18 木のまち・木のいえリレー
フォーラムイン広島

なぜ、いま木の建築なのか～
リフォーム・インテリアへの
期待～

NPO法人住環境デ
ザイン協会

森田　秀樹 2010.09.25-26 住まいの耐震博覧会
本当は強いスギ材～宮崎県産
スギの特徴～

ナイス(株)

小田　久人 2010.09.28 木材乾燥講習会 木製品の含水率管理と水分計
日本木材加工技術
協会

有馬　孝禮 2010.09.8-10 日本建築学会学術講演会発
表

地球温暖化防止における森林
成長と伐採の木材C表示（炭素
貯蔵表示）

日本建築学会

松元 明弘 2010.10.4 総合的な学習の時間 木材利用と地球環境 祝吉中学校

有馬　孝禮 2010.11.1 次世代を担う後継者及び組
合員の人材育成研修会

宮崎県の林業・木材産業の現
況と国際化時代におけるスギ

全日本木工機械商
業組合

小田　久人 2010.11.1 次世代を担う後継者及び組
合員の人材育成研修会

スギの乾燥とエネルギー
全日本木工機械商
業組合

荒武　志朗 2010.11.1 次世代を担う後継者及び組
合員の人材育成研修会

スギの強度特性とその利用に
関わる多くの誤解

全日本木工機械商
業組合

藤元　嘉安 2010.11.1 次世代を担う後継者及び組
合員の人材育成研修会

スギの加工技術の可能性と展
開

全日本木工機械商
業組合

飯村　　豊 2010.11.1 次世代を担う後継者及び組
合員の人材育成研修会

スギの建築物技術展開と海外
との連携

全日本木工機械商
業組合

有馬　孝禮 2010.11.5 「森と文化を未来につな
ぐ」大会

第四部〈総括〉
「森と文化を未来
につなぐ」大会実
行委員会
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３－４　講　師　派　遣（つづき）

派遣職員 期　日 会議等の名称 内　　　容 依　頼　者

藤元　嘉安 2010.11.10 見学会 木材利用と地球環境 都城泉ヶ丘高校

有馬　孝禮 2010.11.16 九州公共建築フォーラム
2010

公共建築物等への木材利用の
意義～環境保全と資源持続性
の視点から～

九州公共建築
フォーラム実行委
員会

有馬　孝禮 2010.11.18 木の公共建築フォーラム
公共建築物等への木材利用の
意義～我が国の環境保全と資
源持続性へ～

(社)京都府建設業
協会

藤元　嘉安 2010.11.18 接着技術講習会
国産材（スギ）の特性と集成
材への利用

オーシカ

有馬　孝禮 2010.12.2 木材安定供給確保推進研修
プログラム

「変貌する木材需給構造とこ
れに対応した木材産業のあり
方」

NPO法人活木活木
（いきいき）森
ネットワーク

荒武　志朗 2010.12.13 「みやざきスギ」セミナー 宮崎県産スギの特徴
宮崎県みやざきス
ギ活用推進室

皆内　健二 2010.12.13 「みやざきスギ」セミナー
宮崎県産材を活かした家づく
り

宮崎県みやざきス
ギ活用推進室

有馬　孝禮 2011.1.20 木のまち・木のいえリレー
フォーラムイン高知

なぜ、いま木の建築なのか
高知県中小建築業
協会

有馬　孝禮 2011.1.28 みんなで木造住宅を学ぶ
「とっとり木の住まい塾」

なぜ、いま木の建築なのか 鳥取県建築士協会

有馬　孝禮 2011.2.11 山鹿市地域づくり講習会
なぜ、今　木材、木の建築な
のか

木の街つくりの市
民の会

藤元　嘉安 2011.2.19-20 宮崎・木育サポーター研修
会

地球環境からの視点で～木育
の考え方、木育プログラムい
ろいろ　木育を行うための教
材いろいろ「木の科学を学ぶ
木育教材」

宮崎県木材需要拡
大推進会議

有馬　孝禮 2011.2.2 宮崎県建築協会・宮崎県建
築業協会技術講習会

公共建築物の木材利用の意義
宮崎県建築協会
宮崎県建築業協会

藤元　嘉安 2011.2.23 宮崎県高等学校教育研究会
研修会

木材利用と地球環境保全
県高等学校教育研
究会

有馬　孝禮 2011.3.11 宮崎県産材販売促進フェア 今、なぜオビスギか
宮崎県みやざきス
ギ活用推進室

有馬　孝禮 2011.3.14 森林組合役員研修会 今、なぜオビスギか
宮崎県森林組合連
合会

有馬　孝禮 2011.3.15 ｢みやざきスギ｣利用拡大推
進セミナー

公共建築物等における木材利
用の意義～木材業会の対応～

(財)日本住宅・木
材技術センター
宮崎県木材協同組
合連合会

皆内　健二 2011.3.15 ｢みやざきスギ｣利用拡大推
進セミナー

非住宅建築分野への地域材
（スギ）利用推進事業の成果
報告

(財)日本住宅・木
材技術センター
宮崎県木材協同組
合連合会
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３－５　取　材

３－５　取材

氏　　名 題　　　名 取　材　名 掲載頁 発行年月

住宅文化を醸し出す家創り-自然流の会 日本住宅新聞 p.6-8 2010年4月

有馬孝禮 木のまち・木のいえ推進フォーラム第2回全国大会 林野Rinya　№38　5月号 p.20 2010年5月

有馬孝禮
読者の窓　木のまち・木のいえ推進フォーラム第3回全国大
会

住宅と木材　№390　6月号 p.32-35 2010年6月

有馬孝禮 公益社団法人化を承認　森林・林業際せプランで議論 日刊木材新聞 p.2 2010年6月

有馬孝禮 都市木造の可能性探る　ティンバライズ建築展 日刊木材新聞 p.2 2010年6月

杉から高強度ラミナを最大限取得　側面テーパ挽き製材で 日刊木材新聞 p.9 2010年6月

有馬孝禮 木材と環境　適切な木材利用で環境へ貢献 日刊木材新聞 p.4-6 2010年7月

荒武志朗 宮崎杉の良さ見直す　みやざきスギセミナー 日刊木材新聞 p.7 2010年9月

国産材自給率50％目指す　日米協名古屋　宮崎杉産地視
察レポート㊦

林材新聞 p.2 2010年9月

有馬孝禮
木の家リバイバル　森が活力を取り戻すことで日本は資源
大国になる

Housing Tribune Vol.394 p.12-13 2010年9月

有馬孝禮
時の話題（関連）　建て替えられた指宿市立丹波小学校を
視察して

ウッドミック　№331　10月号 p.27-30 2010年10月

有馬孝禮
川上から川下へ、地元の連携を　広島で木のまち・木のい
えリレーフォーラム

日刊木材新聞 p.7 2010年10月

皆内健二
29日に「スギシンポジウム2010」　都城で「木材・木造建築の
近未来」テーマに

林材新聞 p.2 2010年10月

藤本英人 木工用ワックス開発 宮崎日日新聞 p.22 2010年10月

手作り地域で利用を 宮崎日日新聞 p.9 2010年10月

有馬孝禮 木材利用の意義を訴え宮崎市で講演 宮崎日日新聞 p.21 2010年11月

有馬孝禮 あなたが思う　住宅産業界を変えた重大トピックとその理由 Housing Tribune Vol.400 p.37 2010年12月

荒武志朗 B材丸太から製材した杉平角は実用上問題なし 日刊木材新聞 p.6 2010年12月

藤元嘉安 国産材集成材利用に対応　久留米で接着技術講習会 日刊木材新聞 P.4 2010年12月

木材・木造建築の近未来～五年後を考える～をテーマに
「スギシンポジウム2010」都城で開催

ウッドミック　№333　12月号 2010年12月

有馬孝禮 人材育成研修会報告書
KIKAI　SEASONAL INFORMATION
PRESS.　Vol.221

p.16-21 2011年1月

皆内健二 乾燥、JAS製品PR　福岡で「みやざきスギ」セミナー 日刊木材新聞 P.5 2011年1月

飯村　豊 木材利用促進へ欧州や中国・韓国の情報提供 日刊木材新聞 P.2 2011年1月

有馬孝禮 宮崎スギに高い関心 木材工業新聞 p.1 2011年3月

有馬孝禮 建築士と木材研究者の知識交流 日刊木材新聞 P.2 2011年3月

有馬孝禮 名古屋で河野知事が宮崎杉をPR 日刊木材新聞 P.2 2011年3月

有馬孝禮
商社、外材問屋も加わり100社出席　名古屋で宮崎県産材
販売促進フェア

林材新聞 P.4 2011年3月

有馬孝禮 ひとこと 日刊木材新聞 P.7 2011年3月
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３－６ 研 修 生

３－６ 研 修 生

研修内容 期 日 人数 延人日 研修者所属 担当部

スギ材の材質特性と構造フレ 7/20 ～ 8/9 ３ ４５ 都城工業高等専門学校 構法開発部

ームの変形応力解析 専攻科建築学専攻 木材加工部

第 1 学年

スギ製材品の木材処理方法 7/20 ～ 7/26 １ ５ 都城工業高等専門学校 材料開発部

第 4 学年

スギ製材の実大引張り実験 7/20 ～ 7/26 １ ５ 都城工業高等専門学校 構法開発部

第 4 学年

木質燃焼灰を原料とした 7/26 ～ 8/13 １ １５ 都城工業高等専門学校 材料開発部

Tio2-水酸ｱﾊﾟﾀｲﾄ含有塗料の 物質工学専攻

試作と処理木材の耐久性評価 第 1 学年

水酸ｱﾊﾟﾀｲﾄおよび含水石膏と 7/26 ～ 8/13 １ １５ 都城工業高等専門学校 材料開発部

の各種無機複合材に対する耐 物質工学専攻

蟻性能評価 第 1 学年
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４ その他

４－１ 学位取得者

称 号 取得大学 論 文 題 目 氏 名 取得年月日

農学博士 東京大学 木材の熱による非定常状態 有馬 孝禮 昭和 48 年 10 月 1 日

での粘弾性に関する研究

農学博士 京都大学 Production of dimensionally 藤本 英人 平成 3 年 3 月 23 日

stable particleboard using
maleic acid-glycerol mixture

農学博士 東京大学 スギ構造材の材質推定と長 荒武 志朗 平成 9 年 3 月 3 日

期耐力評価に関する研究

農学博士 九州大学 木ねじ、ボルト及び釘によ 藤元 嘉安 平成 10 年 12 月 28 日

る木質部材接合の剛性に関

する研究

農学博士 東京大学 集成材構造の技術的展開に 飯村 豊 平成 14 年 10 月 7 日

関する研究

農学博士 九州大学 高温低湿乾燥法におけるス 小田 久人 平成 18 年 3 月 27 日

ギ心持ち柱材の乾燥性に関

する研究

理学博士 九州大学 "Isotope and major element 赤木 剛 平成 19 年 3 月 26 日

compositions of compound
chondrules:Constraints on the
time scale and mechanism of
chondrule formation in the
early solar system"

農学博士 九州大学 構造用集成材を指向した低 森田 秀樹 平成 20 年 3 月 25 日

曲げヤング係数スギ材の強

度性能評価と歩留り向上に

関する研究

農学博士 九州大学 スギ厚板の構造的利用、と 田中 洋 平成 21 年 3 月 24 日

くに合わせ梁と集成材への

応用に関する研究
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受賞年月 賞の名称 受賞者名 授与機関名 受賞内容

H14.7.1 宮崎県知事表彰 木材利用技術センター宮崎県
木材利用技術センターの設立功績
及び技術指導実績

H15.7.1 宮崎県知事表彰 飯村　豊 宮崎県
ふるさと林道小山重線における世界
最大級の木造車道橋建設実績

H16.2.5 全国林業試験研究機
関協議会研究功労賞

荒武　志朗
全国林業試験
研究機関協議
会

スギの材質推定と長期耐力評価に
関する研究

H16.2.21 日本木材学会技術賞 飯村　豊 日本木材学会
大規模木造構造への低比重スギ材
の利用技術

H16.2.21 日本木材学会地域学
術振興賞

荒武　志朗 日本木材学会
スギの材質推定と長期耐力評価に
関する宮崎県地域における学術発
展と研究成果の普及

H16.7.1 宮崎県知事表彰 木材利用技術センター宮崎県
県産スギ集成材を使用した木の花
ドームの建設

H18.10.8 日本木材学会九州支
部黎明研究者

森田　秀樹
日本木材学会
九州支部

丸太選別及び木取りによる構造用集
成材スギラミナの歩留り向上（第2報）

H20.2.7 全国林業試験研究機
関協議会研究功労賞

小田　久人
全国林業試験
研究機関協議
会

九州産スギ材の材質と心持ち柱材の
乾燥性に関する研究

H20.7.4 宮崎県知事表彰 小田　久人 宮崎県
高温乾燥法によるスギ心持ち柱材の
乾燥性に関する研究による博士学
位取得等

H21.12.3 木質材料・木質構造
技術研究基金賞

飯村　豊
木質材料・木質
構造技術研究
基金

宮崎県産スギ材の建築・土木分野へ
の展開

H23.2.5 土木学会デザイン賞
２０１０最優秀賞

木材利用技術センター土木学会
堀川運河の「夢見橋」構造検討・設
計協力並びにボードデッキ設計協力

４－２　表彰者
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４－３ 客員研究員 

研究体制の充実強化及び研究員の資質の向上を図るため、第一線で活躍している研究者を招へいする客員

研究制度を実施している。併せて、客員研究員による県内企業への技術指導を実施している。 

氏 名 所 属・役 職 専攻分野 期  間 研究実施内容 

亀井 一郎 
宮崎大学農学部森

林緑地環境科学

科・准教授 

木質科学・木質バイ

オマス 22.8.17 

生物変換による環

境有害物質の分会

および木質ﾊﾞｲｵﾏｽ

の利用について 

井上 雅文 
東京大学アジア生

物資源環境研究セ

ンター・准教授 
木質材料・木材利用 22.11.4～11.５ 

木材の熱圧加工お

よび利用に関する

研究について 

飯島 泰男 
秋田県立大学木材

高度加工研究所・准

教授 

木質構造学・木質材

科学 22.11.18 
実大材の強度・クリ

ープに関する研究

指導 

吉田 貴絋 
森林総合研究所乾

燥研究室・主任研究

員 

木質エネルギー分

析 22.11.18～11.20  

木質ペレットの製

造・木質バイオマス

の総合利用につい

て 

大原 誠資 
森林総合研究所・研

究コーディネータ

ー 

抽出成分・リグニン

など林産科学 22.11.18～11.20 木質バイオマスの

総合利用について 

斉藤 幸恵 
東京大学大学院農

学生命科学研究

科・准教授 
木材組織 22.11.24～11.25 

木材の炭化形成・樹

皮剥離に伴う形成

層の組織変化等に

ついて 

永冨 一之 大阪教育大学・准教

授 
木材加工・木材利用

教育 22.11.26～11.27 木育に関する研究

について 

今井 富士夫 宮崎大学工学部土

木環境工学科・教授 土木構造 23．1．21 
スギ材のボルト接

合部の力学特性等

に関する指導 

藤本 登留 九州大学大学院農

学研究院・准教授 木材乾燥 23.2.28～3.1 
熱盤プレスを用い

た木材の乾燥及び

成形加工について

大内 毅 福岡教育大学教育

学部・准教授 
木材機械加工・木質

資源・環境 23．3．7～9 

木質パレットにお

ける接合方法に関

する研究、木育に関

する研究 
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４－4　見学者

（１）見学者累計
（単位：件・人）

（２）見学者内訳（平成２２年度）
(単位：人）

22.11.01

22.11.01

22.12.04

見　学　日

22．5.14

22.10.14

22.10.15

22.10.22

見学者数

120

全国燃料協会

全日本木工機械商業組合

見学者・団体名（２５人以上）

祝吉小学校（５年生）

祝吉中学校（２年生）

妻ヶ丘スポーツ教室

56

27

160

31

27

30

26

都城泉ヶ丘高等学校（１年生）

農林技術連絡協議会北諸県支部

23.01.05 都城木青会

２５人以上計

２５人未満計

合　計

477

827

1,304

年　度

件　数

人　数

H13

187

3,679 1,614 1,4451,429 1,409 1,528

H20 H21

117 12190

H18

121

H17

119

H14

208

2,785

130

2,035

H19

1,875

102

H15 H16 H22

115

1,304

累　計

1,310

19,103
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(参考）　外部資金導入等一覧

受託事業一覧表 単位（千円・件）

委託者 研究課題 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 計

財団法人日本住宅・木材技術センター
地域型長期耐用住宅（シロアリ、台風、高温多湿地域型）における地
域材利用技術の調査・研究

Ｈ１３ ～ Ｈ１６ 4,000 2,200 3,600 1,800 11,600

独立行政法人森林総合研究所 木材製品寿命の解析によるストック量の評価 Ｈ１５ ～ Ｈ１６ 2,000 2,000 4,000

独立行政法人森林総合研究所 木材利用部門における炭素貯蔵量評価モデルの開発 Ｈ１５ ～ Ｈ１８ 1,470 1,633 1,635 1,567 6,305

独立行政法人森林総合研究所 木製道路施設の耐久設計・維持管理指針策定のための技術開発 Ｈ１６ ～ Ｈ２０ 2,300 1,150 1,200 1,200 1,000 6,850

独立行政法人森林総合研究所 スギ等地域材を用いた構造用新材料の開発と評価 Ｈ１７ ～ Ｈ１９ 2,500 2,500 2,000 7,000

財団法人日本住宅・木材技術センター 伝統的木造住宅等の接合部性能評価 Ｈ１９ ～ Ｈ２０ 2,305 630 2,935

計 4,000 2,200 7,070 7,733 5,285 5,267 5,505 1,630 0 0 38,690

件数 1 1 3 4 3 3 3 2 0 0 延べ　6

共同研究事業一覧表 単位（千円・件）

共同研究者 研究課題 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 計

財団法人宮崎県産業支援財団　外 バイオマスの高度徹底利用による環境調和型産業の創出 Ｈ１６ ～ Ｈ１８ 3,758 3,339 3,339 10,436

財団法人宮崎県産業支援財団　外 樹皮焼却灰の肥効成分を活用した環境コンクリート製品の開発 Ｈ１８ ～ Ｈ１９ 168 105 273

宮崎大学、都城木材㈱、共立冷熱㈱、
九州オリンピア㈱

新しい木材乾燥システムによる低コスト化有用成分の回収 Ｈ１９ ～ Ｈ２１ 27,773 26,946 29,400 84,119

財団法人宮崎県産業支援財団　外 宮崎県産オビスギ材の乾燥凝縮液を有効活用した製品開発 Ｈ１９ ～ Ｈ２０ 1,051 456 1,507

財団法人日本住宅・木材技術センター 輸出ニーズに適応した建築物向け国産材インフィル部材の技術開発 H２２ ～ H２４ 32900 32,900

計 0 0 0 3,758 3,339 3,507 28,929 27,402 29,400 32900 129,235

件数 0 0 0 1 1 2 3 2 1 1 延べ　5

科学技術研究費補助金一覧表 単位（千円・件）

研究種目名 研究課題 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 計

萌芽研究 シロアリの本能・生理を利用した環境配慮型防蟻処理技術の開発 Ｈ１７ ～ Ｈ１９ 1,700 1,100 700 3,500

実施期間

実施期間

実施期間

基盤研究Ｃ 環境条件変動下での柱－土台接合部のめり込みクリープ特性の解明 Ｈ１７ ～ Ｈ１８ 2,000 800 2,800

宮崎大学分任研究 地球温暖化防止における木材の循環利用に関する環境教育プログラムの実験研究 Ｈ１９ ～ Ｈ２０ 300 273 573

萌芽研究 塩化ナトリウム（食塩）を用いたシロアリ防除 Ｈ２０ ～ H２１ 1,800 820 2,620

静岡大学分任研究 屋外暴露試験を基礎とした木質パネルの耐久性能評価に関する研究 Ｈ２１ ～ H２３ 494 754 1,248

基盤研究Ｃ スギ低樹高部から得られる平角材の力学的性能向上と梁部材への効果的適用に関する研究 Ｈ２２ ～ H２４ 2600 2,600

計 0 0 0 0 3,700 1,900 1,000 2,073 1,314 3,354 13,341

件数 0 0 0 0 2 2 2 2 1 2 延べ　6 

外部資金導入合計 単位（千円・件）

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 計

金額　計 4,000 2,200 7,070 11,491 12,324 10,674 35,434 31,105 30,714 36,254 181,266

件数　計 1 1 3 5 6 7 8 6 2 3 延べ　17

公募型研究開発事業での企業支援実績 単位（千円・件）

事業名 研究課題 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 計 実施企業
木材産業技術実用化促進緊急対策事
業（日本住宅・木材技術センター）

スギ合わせ材の開発 Ｈ１３ 10,339 10,339
木脇産業㈱、ラン
バー宮崎協同組

〃 接着剤を使用しない木質トレイの開発 Ｈ１３ 7,283 7,283 ㈱合電
木材利用革新的技術開発促進事業（日
本住宅・木材センター）

スギ間伐材を用いた湾曲集成材の開発 Ｈ１４ 13,836 13,836
丸十産業

木材利用革新的技術開発促進事業（日
本住宅・木材センター）

接着剤を使用しない木質深底容器の量産化 Ｈ１５ 9,314 9,314
㈱合電

新事業・企業創出緊急対策事業 スギ曲がり材を用いた２ピース積層柱の開発 Ｈ１５ 4,400 4,400
デクスウッド宮崎
事業協同組合

産学官共同研究推進事業（R＆D事業） 韓国市場に向けた非木造建築物用大規模木質内装材の研究 H２２ 5,000 5,000
久保産業㈱

計 17,622 13,836 13,714 0 0 0 0 0 0 5,000 50,172

件数　計 2 1 2 0 0 0 0 0 0 1 延べ　6

実施期間
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予算受け入れを伴わない共同研究事業等
共同研究者 研究課題 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 計

コシイプレイザービング㈱
加圧用寸法安定剤を用いた収縮抑制効果及び割れ防止効果の研
究、加圧用割れ抑制剤を用いたエクステリア部材の割れ抑制効果
検討

Ｈ１８ ～ Ｈ２２ ○ ○ ○ ○ ○ ○

㈱ザイエンス 保存処理した木柵の野外暴露に伴う耐朽性に関する研究 Ｈ１７ ～ Ｈ２２ ○ ○ ○ ○ ○ ○

新日本製鐵㈱、㈱大建設計
大型木造ドームにおける金属製シャフトを利用した木材用接手及び
これを用いた木材の接合方法に関する研究

Ｈ１７ ～ Ｈ２０ ○ ○ ○ ○

宮崎木材保存工業（協）岩崎産業 保存処理した木柵等の野外暴露に伴う耐久性に関する研究 Ｈ１８ ～ Ｈ２２ ○ ○ ○ ○ ○

韓国ソウル大学校農業生命科学大学 新しい軸組木造の研究 Ｈ１８ ～ H２１ ○ ○ ○ ○

九州大学農学部 耳川ダム流木の有効活用 Ｈ１９ ～ Ｈ２1 ○ ○ ○

ミロモックル産業(株)
モックル処理をした宮崎県産材利用促進、高湿高圧乾燥技術を利
用した木材利用促進

Ｈ１９ ～ Ｈ２４ ○ ○ ○ ○

外山木材(株)、百井鋼機(株)、(有)岐阜木材乾燥 加熱蒸気式乾燥によるスギ構造材などの乾燥特性 Ｈ１９ ～ Ｈ２０ ○ ○

フマキラー・トータルシステム株式会社 木材抽出液の用途開発検討 Ｈ１９ ～ Ｈ２２ ○ ○ ○ ○ 秘密保持契約

大淀開発（株） 中小規模木造施設の開発・実用化 Ｈ２１ ○

宮崎県森林組合連合会
中小規模非住宅木造施設の開発、スギを中心とする国産材輸出仕
様の開発

Ｈ２１ ○

大淀開発（株） 宮崎県地域型住宅、スギを中心とする国産材輸出仕様の開発 Ｈ２１ ○

(株)もくみ スギ割柱・心去り横架材の材質特性試験 Ｈ２１ ○

㈱カナイ 低比重スギ用ネジの開発 H２１ ～ H２３ ○ ○ 秘密保持契約　H22解除

和信化学工業（株） 木材保護着色塗料の屋外耐候性レベルアップの研究 Ｈ２１ ～ Ｈ２２ ○ ○

アジア型スギ軸組木造研究会 アジア型軸組木造仕様の研究・開発 Ｈ２２ ～ Ｈ２４ ○

久保産業（株） 非木造向け木質内装材の開発・実用化 Ｈ２２ ～ Ｈ２３ ○

備考実施期間

NPO法人　緑の列島ネットワーク 伝統的構法の設計法作製及び性能検証実験 Ｈ２２ ～ Ｈ２３ ○

（株）タツミ 軽軟材スギ用の接合具及び接合金物の開発 Ｈ２３ ～ Ｈ２４ ○

久保産業（株）
輸出ニーズに適応した建築物向け国産材インフィル部材の技術開
発

Ｈ２２ ～ Ｈ２４ ○

（株）大三商行サンテック事業部
輸出ニーズに適応した建築物向け国産材インフィル部材の技術開
発

Ｈ２２ ～ Ｈ２４ ○

新栄合板（株）
輸出ニーズに適応した建築物向け国産材インフィル部材の技術開
発

Ｈ２２ ～ Ｈ２４ ○

件数　計 0 0 0 0 3 5 9 9 13 14 延べ　22

単位（件）

受託・共同研究件数　合計 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 計

件数　合計 3 2 5 5 9 12 17 15 15 18 延べ　39
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宮崎県木材利用技術センター業務報告書

〒885-0037 宮崎県都城市花繰町21号2番

TEL0986-46-6041 FAX0986-46-6047

E-mail:mokuzai-center@pref.miyazaki.lg.jp

URL:http://www.pref.miyazaki.jp/contents/org/kankyo/mokuzai/wurc/index.htm
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